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議案第20号  

 

   令和７年度南九州市一般会計予算 

 

 令和７年度南九州市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ30,195,000千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法（ 昭和22年法律第67号）第214条の規定により債務を負担する行為をすることができる

事項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。 

 （地方債） 

第３条 地方自治法第230条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方

法，利率及び償還の方法は，「第３表 地方債」による。 

 （一時借入金） 

第４条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，1,000,000千円と定め

る。 

 （歳出予算の流用） 

第５条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することがで

きる場合は，次のとおりと定める。 

 ⑴ 各項に計上した給料，職員手当及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内での

これらの経費の各項の間の流用 

 

令和７年２月18日提出 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    
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（単位：千円）

期       間

令和７年貸付分 令和８年度から令和17年度まで

令和７年度契約分 令和８年度

令和７年度契約分 令和８年度

令和７年度契約分 令和８年度

令和７年度契約分 令和８年度

令和７年度契約分 令和８年度から令和11年度まで

令和７年度協定分 令和８年度から令和９年度まで

に金利変動，物価変動及び税制度の変更並びに消費

令和７年度協定分 令和８年度から令和11年度まで

に金利変動，物価変動及び税制度の変更並びに消費

令和７年度契約分 令和８年度

令和７年度契約分 令和８年度

令和７年度契約分 令和８年度

令和７年度契約分 令和８年度から令和10年度まで

令和７年度契約分 令和８年度から令和11年度まで

令和７年度契約分 令和８年度から令和12年度までＥＶカーシェアリース料 39,848

ＯＣＲ装置リース料 2,200

森林土木積算システム委託データ 412

賃貸借

新庁舎・附属棟備品購入費 197,327

電話交換機リース料 88

えい中央温泉センター指定管理料 124,800千円

税額及び地方消費税額等の増減額を加算した額

公用車リース料 356

えい別府温泉センター指定管理料 26,940千円

税額及び地方消費税額等の増減額を加算した額

川辺清掃センター解体工事 8,316

施工管理業務委託

窓口業務委託 105,855

構築業務委託

農業振興地域整備計画策定業務委託 5,203

新庁舎移転マネジメント業務委託 49,697

契約管理・工事成績評定システム 6,655

第　２　表　　債　務　負　担　行　為

事             項 限      度      額

農業近代化資金利子補給 2,500
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（単位：千円）

期       間

令和７年度契約分 令和８年度から令和12年度まで

令和７年度契約分 令和８年度川辺清掃センター解体工事 202,119

事             項 限      度      額

地域福祉支援システムリース料 5,540
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起債の目的 起債の方法

千円

過疎対策事業

旧合併特例事業

緊急自然災害防止対策事業

緊急防災・減災事業

一般公共事業

一般廃棄物処理事業

公営住宅建設事業（社会資本整備
総合交付金事業）

公共施設等適正管理推進事業

学校教育施設等整備事業

脱炭素化推進事業

計 4,639,100

804,600 証書借入
又は

証券発行

年3.5％以内
（ただし，利率見直し方式で
借り入れる政府資金，銀行そ
の他の資金について，利率の
見直しを行った後において
は，当該見直し後の利率）

政府資金は，その貸付条件によ
り，銀行その他の資金について
は，債権者との協定によるものと
する。ただし，財政上の都合によ
り据置期間中であっても繰上償還
し，償還年限を短縮し，又は低利
債に借換えることができるものと
する。

2,597,100

6,000

464,100

10,600

190,400

48,200

49,800

326,300

142,000

第　３　表　　　地　 方 　債

限度額 利率 償還の方法

％
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一 般 会 計 予 算 に 関 す る 説 明 書
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１　特別職

給 料

(千円)

給　 与　 費　 明　 細　 書

区 分
職 員 数

給 与 費

計 共 済 費 合 計

備 考

報 酬

132

通 勤 手 当 期 末 手 当
退 職 手 当
組合負担金

期 末 手 当
年 間 支 給 率

7,057 40,721 3,134 43,855

(人) (千円) (千円) (千円) (千円)

3.45

(千円) (千円) (千円) (月分)

長 等 3 25,200

20,015

8,332

議 員 18 64,260

その他の
特 別 職

53 28,712 28,712

84,275 17,085 101,360 3.30

132 28,347

28,712

前 年 度

長 等 3 23,590

計 74 92,972 25,200

本 年 度

42,900

7,057 153,708 20,219 173,927

18,588

132 8,212 7,057 38,991 3,909

29,886

3.40

議 員 18 64,260 20,015 84,275

7,057

102,863 3.25

その他の
特 別 職

53 29,886

0

29,886

計 74 94,146 23,590 132 28,227 153,152 22,497 175,649

比 較

長 等 0 1,610

0

120 0 1,730 △ 775 955

その他の
特 別 職

0 △ 1,174

議 員 0 0

△ 1,174

0 △ 1,503 △ 1,503

△ 1,174

0 556 △ 2,278 △ 1,722

　上記に掲げたほかに非常勤職員報酬等127,825千円

計 0 △ 1,174 1,610 0 120
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２　一般職

　(1)　総括

　備考　（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 369 (243) 465,955 1,503,029 1,264,431 3,233,415 608,165 3,841,580

前 年 度 369 (253) 386,677 1,506,254 1,302,605 3,195,536 598,449 3,793,985

比 較 0 (△10) 79,278 △ 3,225 △ 38,174 37,879 9,716 47,595

職員手当の内訳

区　分
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

時間外
勤務手当

宿日直手当
管理職

特別勤務手当
管理職手当 期末手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 47,216 31,706 26,927 470 91,332 528 11,484 334,327

前年度 48,833 31,582 28,335 360 82,870 526 11,088 329,467

比　較 △ 1,617 124 △ 1,408 110 8,462 2 396 4,860

区　分
勤勉手当 地域手当

退職手当
組合負担金

単身赴任手当 児童手当
会計年度任用
職員期末手当

会計年度任用
職員勤勉手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 294,387 362 210,198 600 36,827 96,731 81,336 1,264,431

前年度 288,045 311,169 600 25,217 78,702 65,811 1,302,605

比　較 6,342 362 △ 100,971 0 11,610 18,029 15,525 △ 38,174
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　　ア　会計年度任用職員以外の職員

　備考　（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 369 (7) 1,503,029 1,086,364 2,589,393 497,280 3,086,673

前 年 度 369 (18) 1,506,254 1,158,092 2,664,346 485,927 3,150,273

比 較 0 (△11) △ 3,225 △ 71,728 △ 74,953 11,353 △ 63,600

職員手当の内訳

区　分
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

時間外
勤務手当

宿日直手当
管理職

特別勤務手当
管理職手当 期末手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 47,216 31,706 26,927 470 91,332 528 11,484 334,327

前年度 48,833 31,582 28,335 360 82,870 526 11,088 329,467

比　較 △ 1,617 124 △ 1,408 110 8,462 2 396 4,860

区　分
勤勉手当 地域手当

退職手当
組合負担金

単身赴任手当 児童手当
会計年度任用
職員期末手当

会計年度任用
職員勤勉手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 294,387 362 210,198 600 36,827 1,086,364

前年度 288,045 311,169 600 25,217 1,158,092

比　較 6,342 362 △ 100,971 0 11,610 △ 71,728
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　　イ　会計年度任用職員

　備考　（　）内は，パートタイム会計年度任用職員について外書きしたもの

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 (236) 465,955 178,067 644,022 110,885 754,907

前 年 度 0 (235) 386,677 144,513 531,190 112,522 643,712

比 較 0 (1) 79,278 33,554 112,832 △ 1,637 111,195

職員手当の内訳

区分
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

時間外
勤務手当

宿日直手当
管理職

特別勤務手当
管理職手当 期末手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

前年度

比較

区分
勤勉手当 地域手当

退職手当
組合負担金

単身赴任手当 児童手当
会計年度任用
職員期末手当

会計年度任用
職員勤勉手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 96,731 81,336 178,067

前年度 78,702 65,811 144,513

比較 18,029 15,525 33,554
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　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

扶養手当

住居手当

通勤手当

特殊勤務手当

時間外勤務手当

管理職員特別勤務手当

管理職手当

期末手当

勤勉手当

地域手当

退職手当組合負担金

児童手当

会計年度任用職員期末手当

会計年度任用職員勤勉手当

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　　　　　明 備　　　　　考
(千円) (千円)

給 料 △ 3,225

　給与改定に伴う増減分 32,653 令和６年人事院勧告に伴う給与改定分

　普通昇給に伴う増加分 36,296 一般行政職の昇給率　0.977％

　その他の増減分 △ 72,174 採用・退職等によるその他の増減

職員手当 △ 38,174

　給与改定に伴う増減分 16,320 令和６年人事院勧告に伴う給与改定分

　その他の増減分 △ 54,494 採用・退職等によるその他の増減

△ 1,617

124

△ 1,408

110

8,462

2

396

△ 8,964

3,846

362

△ 100,971

11,610

18,029

15,525
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　(3)　給料及び職員手当の状況

　　ア　職員１人当たり給与

　　イ　初任給

　　ウ　級別職員数

区　　　　　分 行 政 職 技 能 労 務 職

平均給料月額（円） 338,460 340,766

令和７年１月１日現在 平均給与月額（円） 365,232 374,080

平均年齢 44歳11月 54歳０月

平均給料月額（円） 337,808 350,046

令和６年１月１日現在 平均給与月額（円） 364,945 371,669

平均年齢 44歳11月 53歳４月

区  分 行政職 (円) 技能労務職 (円)
国　の　制　度

行政職 (円) 技能労務職 (円)

高校卒 188,000 185,700 188,000 185,700

大学卒 220,000 － 220,000 －

区　分
行　政　職 技　能　労　務　職

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

令和７年１月１日現在

１　級 26 7.6 １　級

３　級 72 21.0 ３　級

２　級 29 8.5 ２　級

４　級 101 29.3 ４　級

５　級 87 25.4 ５　級 15 100.0

６　級 28 8.2

７　級

行政職計 343 100.0 技能労務職計 15 100.0

令和６年１月１日現在

１　級 30 8.8 １　級

３　級 69 20.3 ３　級

２　級 25 7.4 ２　級

４　級 110 32.4 ４　級

５　級 79 23.2 ５　級 13 100.0

６　級 27 7.9

７　級

行政職計 340 100.0 技能労務職計 13 100.0
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（級別の基準となる職務）

　　エ　昇給

区　　分 行政職

１　　級 主事，技師の職務

２　　級 主任主事，主任技師の職務

３　　級 主査，技術主査の職務

４　　級 係長，主任主査，主任技術主査又は参事補の職務

５　　級 参事，主幹又は困難な業務を処理する係長の職務

６　　級 課長，支所長，館長，所長，室長，事務局長又は監の職務

７　　級 困難な業務を処理する課長，支所長，館長，所長，室長又は事務局長の職務

区分 合　　　　計 行　　政　　職 技　能　労　務　職

本
年
度

職員数 （Ａ）（人） 358 343 15

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 263 258 5

号給数別内訳

１号給（人） 1 1

２号給（人） 10 8 2

３号給（人） 5 5

４号給（人） 158 156 2

５号給（人） 6 6

６号給（人） 76 76

７号給（人） 2 2

８号給（人） 3 2 1

10号給（人） 2 2

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 73.5 75.2 33.3

前
年
度

職員数 （Ａ）（人） 353 340 13

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 266 260 6

号給数別内訳

１号給（人）

２号給（人） 12 11 1

３号給（人） 4 3 1

４号給（人） 169 165 4

５号給（人） 9 9

６号給（人） 72 72

７号給（人）
８号給（人）

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 75.4 76.5 46.2
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　　オ　期末手当・勤勉手当

　　カ　定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

　　キ　地域手当

　　ク　特殊勤務手当

　　ケ　その他の手当

区分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階，職務の

級等による加算措置
備　考

６月（月分） 12月（月分） ３月（月分） （月分）

本　年　度 2.300 2.300 － 4.60 有

前　年　度 2.250 2.250 － 4.50 有

国 の 制 度 2.300 2.300 － 4.60 有

－

区分
20年勤続の者

（月分）
25年勤続の者

（月分）
35年勤続の者

（月分）
最高限度
（月分）

その他の加算措置等

47.709
定年前早期退職特別

措置（２～４５％加算）

退職時特別昇給 備考

支給率等 26.365500 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別

措置（２～４５％加算）

－

支給対象地域 １級地 ２級地

国の制度（支給率等） 24.586875 33.27075 47.709

支給率　（％） 20 16

支給対象職員数　（人） 0 0

国の指定基準に基づく支給率
（％）

20 16

区　　　　　分 全　　職　　種 行　　政　　職 技 能 労 務 職

給料総額に対する比率（％） 0.03 0.01 0.30

支給対象職員の比率　（％） 3.19 1.46 40.00

代表的な特殊勤務手当の名称 　福祉手当，道路上作業手当

区　　　　　分 国　の　制　度　と　の　異　同 差　異　の　内　容

扶　養　手　当 同

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同
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国　県
支出金

地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

令和

６年度 1,713,685 52,213 1,560,700 100,772 1,713,685 1,713,685 35.0

７年度 3,184,777 168,493 2,854,700 161,584 3,184,777 3,184,777 65.0

計 4,898,462 220,706 4,415,400 262,356 0 0 1,713,685 3,184,777 4,898,462 0 100.0

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

令和

６年度 6,372 6,372 6,372 6,372 29.3

７年度 15,347 15,347 15,347 15,347 70.7

計 21,719 0 0 21,719 0 0 6,372 15,347 21,719 0 100.0

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 ％

令和

６年度 330,946 53,438 249,700 27,808 330,946 330,946 64.9

７年度 179,317 22,910 140,700 15,707 179,317 179,317 35.1

計 510,263 76,348 390,400 43,515 0 0 330,946 179,317 510,263 0 100.0

９ 教育費 ２ 小学校費 小学校施設管
理費

２ 総務費 １　総務管
　理費

新庁舎建設事
業費

５ 農林水産
業費

２ 林業費 林業振興費

継続費
の総額
に対す
る進捗
率

年度 年割額

左の財源内訳

特定財源

一般財源

継続費についての前々年度末までの支出額，前年度末までの支出額
又は支出額の見込み及び当該年度以降の支出予定額並びに事業の進行状況等に関する調書

款 項 事業名

全体計画
前々年
度末ま
での支
出額

前年度末ま
での支出
(見込)額

当該年度
支出予定
額

当該年度末
までの支出
予定額

翌年度以降支
出予定額
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

農業経営基盤強化資金利子助成 平成15年貸付 4,327 平成16年度から 4,324 令和７年度 3 1 2

令和６年度まで

平成21年貸付 9,962 平成22年度から 9,873 令和７年度から 89 44 45

令和６年度まで 令和８年度まで

農業近代化資金利子補給 平成28年貸付 297 平成29年度から 289 令和７年度から 8 8

令和６年度まで 令和８年度まで

平成29年貸付 1,420 平成30年度から 1,320 令和７年度から 100 100

令和６年度まで 令和９年度まで

平成30年貸付 2,909 令和元年度から 2,822 令和７年度から 87 87

令和６年度まで 令和10年度まで

令和元年貸付 1,366 令和２年度から 1,143 令和７年度から 223 223

令和６年度まで 令和11年度まで

令和２年貸付 1,400 令和３年度から 986 令和７年度から 414 414

令和６年度まで 令和12年度まで

令和３年貸付 2,535 令和４年度から 1,279 令和７年度から 1,256 1,256

令和６年度まで 令和13年度まで

令和４年貸付 2,535 令和５年度から 947 令和７年度から 1,588 1,588

令和６年度まで 令和14年度まで

令和５年貸付 3,112 令和６年度 944 令和７年度から 2,168 2,168

令和15年度まで

令和６年貸付 4,499 令和７年度から 4,499 4,499

令和16年度まで

令和７年貸付 2,500 令和８年度から 2,500 2,500

令和17年度まで

大家畜経営維持緊急支援資金利子補 平成21年貸付 5,838 平成24年度から 5,550 令和７年度から 288 288

給 令和６年度まで 令和16年度まで

平成22年貸付 1,127 平成24年度から 970 令和７年度から 157 157

令和６年度まで 令和17年度まで

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　  　　　   　  　　　　　　　　（単位：千円）

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

えい中央温泉センター 令和７年度協定 124,800千円に金 令和８年度から 124,800千円に 124,800千円に

指定管理料 利変動，物価変 令和11年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

えい別府温泉センター 令和７年度協定 26,940千円に金 令和８年度から 26,940千円に金 26,940千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和９年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

ふれあいセンターわくわく川辺 令和２年度協定 42,500千円に金 令和３年度から 34,000 令和７年度 8,500千円に金 8,500千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和６年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

頴娃老人福祉センター 令和５年度協定 23,500千円に金 令和６年度 4,700 令和７年度から 18,800千円に金 18,800千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和10年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

知覧老人福祉センター 令和２年度協定 11,480千円に金 令和３年度から 9,184 令和７年度 2,296千円に金 2,296千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和６年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

の支出予定額 特定財源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　  　　　   　  　　　　　　　　（単位：千円）

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

お茶街道ゆとり館 令和２年度協定 7,910千円に金 令和３年度から 6,328 令和７年度 1,582千円に金 1,582千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和６年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

市営駐車場及び知覧観光案内所 令和２年度協定 8,500千円に金 令和３年度から 6,800 令和７年度 1,700千円に金 1,700千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和６年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

地域活性化施設霜出げんき館 令和５年度協定 1,500千円に金 令和６年度 300 令和７年度から 1,200千円に金 1,200千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和10年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

知覧テニスの森公園 令和５年度協定 5,106千円に金 令和６年度 1,702 令和７年度から 3,404千円に金 3,404千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和８年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

岩屋公園 令和５年度協定 50,274千円に金 令和６年度 16,758 令和７年度から 33,516千円に金 33,516千円に金

指定管理料 利変動，物価変 令和８年度まで 利変動，物価変 利変動，物価変

動及び税制度の 動及び税制度の 動及び税制度の

変更並びに消費 変更並びに消費 変更並びに消費

税額及び地方消 税額及び地方消 税額及び地方消

費税額等の増減 費税額等の増減 費税額等の増減

額を加算した額 額を加算した額 額を加算した額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　  　　　   　  　　　　　　　　（単位：千円）

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

南九州市立図書館等 令和２年度協定 398,781千円に 令和３年度から 318,196 令和７年度 80,585千円に 80,585千円に

指定管理料 金利変動，物価 令和６年度まで 金利変動，物価 金利変動，物価

変動及び税制度 変動及び税制度 変動及び税制度

の変更並びに消 の変更並びに消 の変更並びに消

費税額及び地方 費税額及び地方 費税額及び地方

消費税額等の増 消費税額等の増 消費税額等の増

減額を加算した 減額を加算した 減額を加算した

額 額 額

ＪＲ西頴娃駅簡易業務委託 令和６年度契約 5,388 令和７年度から 5,388 5,388

令和８年度まで

令和９基準年度評価替えに伴う 令和６年度契約 19,536 令和７年度から 19,536 19,536

宅地評価更新事業委託 令和８年度まで

家屋評価システム保守料 令和５年度契約 2,168 令和６年度 473 令和７年度から 1,695 1,695

（ハウサス） 令和10年度まで

頴娃地区可燃物等ごみ収集業務 令和４年度契約 118,187 令和５年度から 57,768 令和７年度から 60,419 60,419

委託料 令和６年度まで 令和８年度まで

地域子育て支援センター及びファ 令和４年度契約 38,919 令和５年度から 25,946 令和７年度 12,973 8,648 4,325

ミリー・サポート・センター事業 令和６年度まで

委託

子ども・子育て利用者支援事業 令和４年度契約 22,812 令和５年度から 15,208 令和７年度 7,604 6,336 1,268

業務委託 令和６年度まで

南九州市地域子育て交流館放課後 令和４年度契約 76,419 令和５年度から 50,946 令和７年度 25,473 14,554 10,919

児童健全育成事業，地域子育て支 令和６年度まで

援拠点事業，一時預かり事業業務

委託

中学校通学バス運行業務委託 令和６年度契約 441,890 令和７年度から 441,890 441,890

令和９年度まで

スクールバス運行業務委託　 令和６年度契約 17,600 令和７年度 17,600 17,600

川辺小学校（神殿地区・田代地区）

スクールバス運行業務委託　 令和６年度契約 6,977 令和７年度 6,977 2,386 4,591

別府小学校（松原地区）

スクールバス運行業務委託　霜出小 令和６年度契約 13,684 令和７年度 13,684 5,131 8,553

学校（浮辺地区・松ヶ浦地区）

学校給食センター調理配送等業務 令和６年度契約 301,994 令和７年度から 301,994 301,994

委託 令和９年度まで

都市計画マスタープラン策定業務 令和６年度契約 11,992 令和７年度から 11,992 11,992

委託 令和８年度まで

事項

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　  　　　   　  　　　　　　　　（単位：千円）

の支出予定額 特定財源
一般財源

限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

南九州市史編さん支援業務委託 令和６年度契約 36,296 令和７年度から 36,296 2,622 33,674

令和９年度まで

法改正に伴う振り仮名通知書作成 令和６年度契約 4,722 令和７年度 4,722 4,722

業務委託

新庁舎移転マネジメント業務委託 令和７年度契約 49,697 令和８年度 49,697 49,697

契約管理・工事成績評定システム 令和７年度契約 6,655 令和８年度 6,655 6,655

構築業務委託

農業振興地域整備計画策定業務 令和７年度契約 5,203 令和８年度 5,203 5,203

委託

川辺清掃センター解体工事施工 令和７年度契約 8,316 令和８年度 8,316 2,021 5,600 695

管理業務委託

窓口業務委託 令和７年度契約 105,855 令和８年度から 105,855 105,855

令和11年度まで

地籍管理システム利用料 令和６年度契約 17,908 令和７年度から 17,908 17,908

令和11年度まで

川辺庁舎電算室CVCF導入 令和２年度契約 4,982 令和３年度から 3,736 令和７年度から 1,246 1,246

令和６年度まで 令和８年度まで

火葬場予約システム賃借料 令和４年度契約 2,573 令和５年度から 1,090 令和７年度から 1,483 1,483

令和６年度まで 令和９年度まで

家屋評価システムリース料 令和５年度契約 6,105 令和６年度 1,327 令和７年度から 4,778 4,778

（ハウサス） 令和10年度まで

令和２年度契約 770 令和３年度から 739 令和７年度 31 31

令和６年度まで

令和７年度契約 412 令和８年度から 412 412

令和10年度まで

森林土木積算システム賃貸借 令和５年度契約 902 令和６年度 216 令和７年度から 686 686

令和10年度まで

ＯＣＲ装置リース料 令和７年度契約 2,200 令和８年度から 2,200 2,200

令和11年度まで

図書館統合システムリース料 令和６年度契約 32,616 令和７年度から 32,616 32,616

令和11年度まで

黒木山太陽光発電リース料 令和５年度契約 343,780 令和７年度から 343,780 343,780

令和17年度まで

森林土木積算システム委託データ賃貸
借

限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　  　　　   　  　　　　　　　　（単位：千円）

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源

事項
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

新庁舎・附属棟備品購入費 令和７年度契約 197,327 令和８年度 197,327 197,327

電話交換機リース料 令和７年度契約 88 令和８年度 88 88

ＥＶカーシェアリース料 令和７年度契約 39,848 令和８年度から 39,848 39,848

令和12年度まで

地域福祉支援システムリース料 令和７年度契約 5,540 令和８年度から 5,540 5,540

令和12年度まで

給食配送車リース料 令和５年度契約 4,186 令和６年度 1,732 令和７年度から 2,454 2,454

（１・５号車） 令和８年度まで

給食配送車リース料 令和６年度契約 4,719 令和７年度から 4,719 4,719

（２・４号車） 令和９年度まで

給食配送車リース料 令和６年度契約 3,044 令和７年度から 3,044 3,044

（３・６号車） 令和９年度まで

給食配送車リース料 令和６年度契約 199 令和７年度 199 199

（７号車）

給食配送車リース料 令和５年度契約 17,820 令和７年度から 17,820 17,820

（７・８号車） 令和12年度まで

公用車リース料 令和４年度契約 令和５年度から 令和７年度から 542 542

令和６年度まで 令和８年度まで

令和７年度から 2,855 2,855

令和９年度まで

令和５年度契約 1,844 令和６年度 381 令和７年度から 1,463 1,463

令和10年度まで

令和６年度契約 557 令和７年度から 557 557

令和８年度まで

令和７年度契約 356 令和８年度 356 356

事項 限度額

前年度末までの

支出（見込）額

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　  　　　   　  　　　　　　　　（単位：千円）

6,076 2,679

当該年度以降 左の財源内訳

の支出予定額 特定財源
一般財源
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期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

防犯カメラリース料 令和２年度契約 6,923 令和３年度から 5,830 令和７年度 1,093 1,093

令和６年度まで

令和３年度契約 6,801 令和４年度から 4,372 令和７年度から 2,429 2,429

令和６年度まで 令和８年度まで

令和６年度契約 3,401 令和７年度から 3,401 3,401

令和11年度まで

地域活性化住宅（大丸中ノ薗 平成24年度契約 8,232 平成25年度から 7,056 令和７年度から 1,176 1,176

住宅）借上料 令和６年度まで 令和８年度まで

地域医療支援講座設置負担金 令和５年度契約 9,693 令和６年度 6,128 令和７年度 3,565 3,565

川辺清掃センター解体工事 令和７年度契約 202,119 令和８年度 202,119 67,372 121,200 13,547

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降 左の財源内訳

支出（見込）額 の支出予定額 特定財源
一般財源

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　　　又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書　　　  　　　   　  　　　　　　　　（単位：千円）
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　株式会社日本政策金融公庫（以下「甲」という。）が受託金融機関
鹿児島銀行（以下「乙」という。）を通して，株式会社南薩木材加工
センター（以下「丙」という。）に設備資金300,000千円を貸し付けた
ことについて，損失を受けたとき，南九州市が甲及び乙に損失を補償
する。

１.期間は，甲が丙に資金を貸し付けたとき（平成23年度）から当該貸付金の最終償還期限到来後，10箇月の期
間が満了し，甲および乙が補償の履行日として指定する日まで。
２.甲に対する損失補償の限度額は，貸付金の最終償還期限（甲が当該貸付金の全額につき繰上償還を請求した
場合にはその支払期日，その他最終償還期限の変更があった場合にはその変更後の期日とする。）到来後10箇
月の期間満了の日（以下 ｢損失確定日｣という。）において甲が弁済を受けていない元利金合計額及び遅延損害
金に相当する金額の58.1％に相当する金額。
３.乙に対する損失補償の限度額は，乙が甲との間の業務委託に関する契約によって丙に代わって甲に支払った
代位弁済金額のうち，損失確定日において，乙が弁済を受けなかった代位弁済金額およびその利息に相当する
金額の58.1％に相当する金額。
４.南九州市は，最終償還期限到来後10箇月を経過した後，甲および乙の指示に従い，補償を履行する。また，
上記補償を履行するにつき，損失確定日の翌日から補償履行の日まで年11％の割合による利息を支払うものと
する。
５.丙の主なる借入条件
（1）株式会社日本政策金融公庫受託金融機関鹿児島銀行
　　ア　借入金額　300,000千円
　　イ　利　　率　2.0％以内
　　ウ　最終償還期限　令和８年８月５日以内

　鹿児島銀行（以下「甲」という。）が株式会社南薩木材加工セン
ター（以下「乙」という。）に設備資金200,000千円を貸し付けたこと
について，損失を受けたとき，南九州市が甲に損失を補償する。

１.期間は，甲が乙に資金を貸し付けたとき（平成23年度）から当該貸付金の最終償還期限到来後，10箇月の期
間が満了し，甲が補償の履行日として指定する日まで。
２.損失補償の限度額は，貸付金の最終償還期限（甲が当該貸付金の全額につき繰上償還を請求した場合にはそ
の支払期日，その他最終償還期限の変更があった場合にはその変更後の期日とする。）到来後10箇月の期間満
了の日において甲が弁済を受けていない元利金合計額及び遅延損害金に相当する金額の58.1％に相当する金
額。
３.「乙」の主なる借入条件
（1）鹿児島銀行
　　ア　借入限度額　200,000千円
　　イ　利　　　率　2.0％以内
　　ウ　最終償還期限　令和８年８月５日

　鹿児島銀行（以下「甲」という。）が株式会社南薩木材加工セン
ター（以下「乙」という。）に運転資金100,000千円を貸し付けたこと
について，損失を受けたとき，南九州市が甲に損失を補償する。

１.期間は，甲が乙に資金を貸し付けたとき（平成23年度）から当該貸付金の最終償還期限到来後，10箇月の期
間が満了し，甲が補償の履行日として指定する日まで。
２.損失補償の限度額は，貸付金の最終償還期限（甲が当該貸付金の全額につき繰上償還を請求した場合にはそ
の支払期日，その他最終償還期限の変更があった場合にはその変更後の期日とする。）到来後10箇月の期間満
了の日において甲が弁済を受けていない元利金合計額及び遅延損害金に相当する金額の58.1％に相当する金
額。
３.「乙」の主なる借入条件
（1）鹿児島銀行
　　ア　借入限度額　100,000千円
　　イ　利　　　率　2.0％以内（変動）
　　ウ　最終償還期限　無期限

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書
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（単位：千円）

１ 12,490,169 15,443,350 4,639,100 1,048,899 19,033,551

(1) 総 務 300,534 2,410,844 3,113,400 5,848 5,518,396

(2) 民 生 58,900 58,900

(3) 衛 生 11,814 89,945 215,700 2,287 303,358

(4) 農 林 水 産 22,293 16,507 7,800 6,038 18,269

(5) 商 工

(6) 土 木 243,081 258,659 16,600 25,551 249,708

(7) 公 営 住 宅 718,319 684,482 48,200 36,554 696,128

(8) 消 防 1,144,269 1,160,724 17,800 42,374 1,136,150

(9) 教 育 1,545,031 1,810,300 356,100 122,707 2,043,693

(10)過 疎 8,504,828 9,011,889 804,600 807,540 9,008,949

２ 210,145 275,547 40,952 234,595

(1) 土 木 189,581 248,814 37,520 211,294

(2) 農 林 水 産 20,564 26,733 3,432 23,301

３ 6,476,571 5,838,043 658,477 5,179,566

(1) 減 税 補 て ん 債 10,559 4,946 3,763 1,183

(2) 臨 時 税 収 補 て ん 債

(3) 臨 時 財 政 対 策 債 6,412,654 5,785,626 648,784 5,136,842

(4) 減 収 補 て ん 債 53,358 47,471 5,930 41,541

19,176,885 21,556,940 4,639,100 1,748,328 24,447,712

普 通 債

地方債の前々年度末における現在高並びに前年度末及び当該年度末における現在高の見込みに関する調書

区　　　　分

前 々 年 度 末 前 年 度 末 当 該 年 度 中 増 減 見 込 当 該 年 度 末

当 該 年 度 中 当該年度中元金

現 在 高 現 在 高 見 込 額 起 債 見 込 額 償 還 見 込 額 現 在 高 見 込 額

災 害 復 旧 債

そ の 他

合 計
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国民健康保険事業特別会計予算
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議案第 21 号 

 

   令和７年度南九州市国民健康保険事業特別会計予算 

 

 令和７年度南九州市の国民健康保険事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 事業勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ5,175,000千円と定める。 

２ 事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

（債務負担行為） 

第２条 地方自治法第（昭和22年法律第67号）214条の規定により債務を負担する行為をすることができる事

項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。 

 （一時借入金） 

第３条 地方自治法第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，600,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第４条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することがで

きる場合は，次のとおりと定める。 

 ⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

の間の流用 

 

  令和７年２月 18 日提出 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    
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（単位：千円）

期       間

令和７年度契約分 令和８年度

令和８年度から令和９年度まで

第　２　表　　債　務　負　担　行　為

限      度      額

公用車リース料 195

事             項

212
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国民健康保険事業特別会計予算に関する説明書
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8  
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１　一般職

　(1)　総　括

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

会計年度任用職員期末手当

会計年度任用職員勤勉手当

　上記に掲げたほかに非常勤職員報酬等122千円

　その他の増減分 542 昇給等に伴う増
290

252

　その他の増減分

職員手当 542

　給与改定に伴う増減分

給 料

　給与改定に伴う増減分

　普通昇給に伴う増加分

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　　　　　明 備　　　　　考
(千円) (千円)

542

4,617

比較 290 252

5,159

前年度 2,514 2,103

(千円)

本年度 2,804 2,355

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区分
勤勉手当 地域手当

退職手当
組合負担金

単身赴任手当 児童手当
会計年度任用
職員期末手当

会計年度任用
職員勤勉手当

比較

前年度

(千円) (千円)

本年度

管理職
特別勤務手当

管理職手当 期末手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

1,744

職員手当の内訳

区分
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

17,365 17,365

比 較 0 (0) 1,202 542 1,744

前 年 度 0 (7) 12,748 4,617

(千円)

本 年 度 0 (7) 13,950 5,159 19,109 19,109

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

給　 与　 費　 明　 細　 書
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他
公用車リース料 令和５年度契約分 198 令和６年度 158 令和７年度 40 40 0

令和７年度契約分 407 令和８年度 195 195 0

令和８年度から 212 212 0
令和９年度まで

事項

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書

限度額
前年度末までの
支出（見込）額

当該年度以降
の支出予定額

左の財源内訳
特定財源

一般財源
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後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 予 算

-167-



-168-



議案第 22 号 

 

   令和７年度南九州市後期高齢者医療特別会計予算 

 

 令和７年度南九州市の後期高齢者医療特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ 701,000 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 

 

  令和７年２月 18 日提出 

 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    
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後期高齢者医療特別会計予算に関する説明書
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１　一般職

　(1)　総　括

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

会計年度任用職員期末手当

会計年度任用職員勤勉手当
　その他の増減分 544 昇給等に伴う増

295

249

　その他の増減分

職員手当 544

　給与改定に伴う増減分

給 料

　給与改定に伴う増減分

　普通昇給に伴う増加分

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　　　　　明 備　　　　　考
(千円) (千円)

544

417

比較 295 249

961

前年度 227 190

(千円)

本年度 522 439

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区分
勤勉手当 地域手当

退職手当
組合負担金

単身赴任手当 児童手当
会計年度任用
職員期末手当

会計年度任用
職員勤勉手当

比較

前年度

(千円) (千円)

本年度

管理職
特別勤務手当

管理職手当 期末手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

592

職員手当の内訳

区分
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

時間外
勤務手当

宿日直手当

787 787

比 較 0 (0) 48 544 592

前 年 度 0 (2) 370 417

(千円)

本 年 度 0 (2) 418 961 1,379 1,379

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

給　 与　 費　 明　 細　 書
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介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 予 算

-181-



-182-



議案第 23 号 

 

   令和７年度南九州市介護保険事業特別会計予算 

 

 令和７年度南九州市の介護保険事業特別会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （歳入歳出予算） 

第１条 保険事業勘定の歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ5,466,000千円と定める。 

２ 保険事業勘定の歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」による。 

 （一時借入金） 

第２条 地方自治法（昭和22年法律第67号）第235条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は， 

300,000千円と定める。 

 （歳出予算の流用） 

第３条 地方自治法第220条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額を流用することがで

きる場合は，次のとおりと定める。 

 ⑴ 保険給付費の各項に計上した予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの経費の各項

の間の流用 

 

 

  令和７年２月18日提出 

 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    
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介護保険事業特別会計予算に関する説明書
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3  
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8  
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1  
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2  

-197-



-198-



2  
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2  
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3  
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3  
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1

1
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6  
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１　一般職

　(1)　総　括

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

　(2)　給料及び職員手当の増減額の明細

会計年度任用職員期末手当

会計年度任用職員勤勉手当

給　 与　 費　 明　 細　 書

区 分
職 員 数

給 与 費
共 済 費 合 計

備 考報 酬 給 料 職 員 手 当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 (22) 42,261 16,500 58,761 10,701 69,462

前 年 度 0 (21) 37,398 14,165 51,563 9,281 60,844

比 較 0 (1) 4,863 2,335 7,198 1,420 8,618

職員手当の内訳

区分
扶養手当 住居手当 通勤手当 特殊勤務手当

時間外
勤務手当

宿日直手当
管理職

特別勤務手当
管理職手当 期末手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度

前年度

比較

区分
勤勉手当 地域手当

退職手当
組合負担金

単身赴任手当 児童手当
会計年度任用
職員期末手当

会計年度任用
職員勤勉手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本年度 8,966 7,534 16,500

前年度 7,712 6,453 14,165

比較 1,254 1,081 2,335

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　　　　　明 備　　　　　考
(千円) (千円)

給 料

　給与改定に伴う増減分

　普通昇給に伴う増加分

職員手当 2,335

　給与改定に伴う増減分

　その他の増減分 2,335 昇給等に伴う増
1,254

1,081

　その他の増減分
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（単位：千円）

期間 金額 期間 金額 国県支出金 地方債 その他

公用車リース料 令和６年度契約 389 令和７年度から 389 146 194 49

令和８年度まで

限度額

前年度末までの

支出（見込）額

当該年度以降

の支出予定額

左の財源内訳

特定財源
一般財源

事項

債務負担行為で翌年度以降にわたるものについての前年度末までの支出額

又は，支出額見込及び当該年度以降の支出予定額等に関する調書
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令和７年度

南九州市水道事業会計予算書
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１．予　　　算

２．予算に関する説明書 216

３．予算参考資料 238

目　　　　次

令和７年度 南九州市水道事業会計予算 213

令和７年度 南九州市水道事業会計予算実施計画 217

南九州市水道事業予定貸借対照表 230

令和７年度 220

令和７年度 221

南九州市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書

令和７年度 債務負担行為に関する調書 227

令和６年度 南九州市水道事業予定損益計算書 228

令和６年度

給与費明細書

令和７年度 南九州市水道事業会計予算説明書 239

令和７年度 南九州市水道事業予定貸借対照表 233

令和７年度 注記表 236
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議案第24号  

 

   令和７年度南九州市水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度南九州市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

（1）給水件数           １８，３０３件 

（2）年間総給水量      ３，５４０，６８５㎥ 

（3）１日平均給水量         ９，７００㎥ 

（4）主要な建設改良事業 

拡張工事     ５１，４００千円 

改良工事    １２７，８２６千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

    収 入 

  第１款 水道事業収益     ６７５，７３４千円 

   第１項 営業収益      ５８９，３３８千円 

   第２項 営業外収益      ８６，３９６千円 

    支 出 

  第１款 水道事業費用     ６６２，７３９千円 

   第１項 営業費用      ６０９，９０１千円 

   第２項 営業外費用      ５０，８３８千円 

   第３項 予備費         ２，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足す

る額１８８，５９８千円は，過年度分損益勘定留保資金４４，６５５千円，当年度分損益勘定留保資金   

１２７，６２５千円及び当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１６，３１８千円で補填するも
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のとする。）。 

    収 入 

  第１款 資本的収入      １３０，５００千円 

   第１項 企業債       １３０，０００千円 

   第２項 負担金           ５００千円 

    支 出 

  第１款 資本的支出      ３１９，０９８千円 

   第１項 建設改良費     １７９，２２６千円 

   第２項 営業設備費       ２，０２３千円 

   第３項 企業債償還金    １３５，８４９千円 

   第４項 予備費         ２，０００千円 

 （企業債） 

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりとする。 

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利   率 償還の方法 

上水道事業 
１３０，０００ 

千円 
証書借入 

 年３．５％以内 

 

ただし，利率見直し方式で借

り入れる政府資金及び地方公共

団体金融機構資金について，利

率の見直しを行った後において

は，当該見直し後の利率とする。 

 借入先の融資条件による。 

  

ただし，財政上の都合により

据 置 期 間 及 び 償 還 期 限 を 短 縮

し，又は繰上償還若しくは低利

債に借換えることができるもの

とする。 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は，３０，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

（1）営業費用 

（2）営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経
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費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 

（1）職員給与費        ７７，０５０千円 

（たな卸資産の購入限度額） 

第９条 たな卸資産の購入限度額は，６，０００千円と定める。 

 

令和７年２月18日提出 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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（収　　入）

款 備　　　　　　考

１ 水道事業収益 ６７５,７３４

１ 営 業 収 益 ５８９,３３８

１ 給 水 収 益 ５８４,４０８ 水道料金

２ そ の 他 営 業 収 益 ４,９３０ 給水負担金・消火栓維持管理費・新設手数料等

２ 営 業 外 収 益 ８６,３９６

１ 受取利息及び配当金 １２５ 預金利息

２ 他 会 計 補 助 金 ９,００８ 企業債利子償還金繰入金・児童手当分繰入金

３ 長 期 前 受 金 戻 入 ４２,３９２ 減価償却費に係る長期前受金の収益化額

４ 資 本 費 繰 入 収 益 ３４,８５８ 企業債元金償還金繰入金

５ 雑 収 益 １３ 土地貸付使用料

　

令　和　７　年　度　南　九　州　市　水　道　事　業　会　計　予　算　実　施　計　画

項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

予　定　額 ( 千円 ）
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（支　　出）

款 備　　　　　　考

１ 水道事業費用 ６６２,７３９

１ 営 業 費 用 ６０９,９０１

１ 原 水 及 び 浄 水 費 １２８,９２３ 取水・送水及び浄水施設管理に要する経費

２ 配 水 及 び 給 水 費 ８４,９７７ 配水及び給水施設管理に要する経費

３ 総 係 費 １１５,４４４ 事業推進全般の管理に要する経費

４ 減 価 償 却 費 ２６８,４５７ 有形固定資産の減価償却費

５ 資 産 減 耗 費 １２,１００ 固定資産除却費及び棚卸資産減耗費

２ 営 業 外 費 用 ５０,８３８

１ 支 払 利 息 ２５,５９２ 企業債支払利息

２ 消費税及び地方消費税 ２５,０００ 消費税及び地方消費税

３ 雑 支 出 ２４６ 雑支出

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００ 予備費

項 目 予　定　額 ( 千円 ）
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（収　　入）

款 備　　　　　　考

１ 資本的収入 １３０,５００

１ 企 業 債 １３０,０００

１ 企 業 債 １３０,０００ 水道事業債

２ 負 担 金 ５００

１ 他 会 計 負 担 金 ５００ 工事負担金

（支　　出）

款 備　　　　　　考

１ 資本的支出 ３１９,０９８

１ 建 設 改 良 費 １７９,２２６

１ 拡 張 費 ５１,４００ 配水管拡張工事等

２ 改 良 費 １２７,８２６ 配水管布設替工事等

２ 営 業 設 備 費 ２,０２３

１ 固 定 資 産 購 入 費 ２,０２３ メーター器，用地費

３ 企 業 債 償 還 金 １３５,８４９

１ 企 業 債 償 還 金 １３５,８４９ 企業債元金償還金

４ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００ 予備費

項 目

項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

予　定　額 ( 千円 ）

予　定　額 ( 千円 ）
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その他

令 和 ７ 年 度 南 九 州 市 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 3 1 日 ま で ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益又は当期純損失（△） ７,１０７,５９１

減価償却費 ２６８,４５６,１１４

（ 単 位 ： 円 ）

貸倒引当金の増減額（△は減少） ０

長期前受金戻入額 △ ４２,３９３,９４４

資産減耗費 １２,１００,０００

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ １,５４１,０００

支払利息 ２５,５９１,２２０

資本費繰入収益 △ ３４,８５８,９６９

受取利息及び受取配当金 △ １２５,０００

１２５,０００

業務活動によるキャッシュ・フロー １９６,９８０,７０１

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

未収金の増減額（△は増加） ０

△ ２５,５９１,２２０

未払金の増減額（△は減少） ０

たな卸資産の増減額（△は増加） △ １００,０００

小　計 ２２２,４４６,９２１

△ １１,７８９,０９１

３４,８５８,９６９

有形固定資産の取得による支出 △ １６５,４８５,４５４

補助金による収入 ０

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

工事負担金による収入

一般会計からの繰入金による収入

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ ５,８４８,５１２

５００,０００

△ １３５,８４８,５１２

投資活動によるキャッシュ・フロー △ １３０,１２６,４８５

１３０,０００,０００

６１,００５,７０４

資金期首残高 ４８４,５８５,５９４

資金期末残高 ５４５,５９１,２９８

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）
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１．総括表

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

68

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分

職 員 数
合 計

千円

給 与 費
法 定 福 利 費

報 酬 給 料 手 当 計

千円 千円 千円 千円 千円

特別職

人

一 般 職

人

本
年
度

損益勘定支弁職員

合 計

3,376 34,1088

8

23,052 60,536 16,514

合 計

77,050

資本勘定支弁職員

3,376 34,108 23,052 60,536 16,514

3,059 44,410 27,435

77,050

74,904

99,515

前
年
度

損益勘定支弁職員 99,515

資本勘定支弁職員

24,611

3,059 44,410 27,435 74,904 24,611

11

△ 22,465

△ 22,465△ 10,302 △ 4,383 △ 14,368 △ 8,097

317 △ 10,302 △ 4,383 △ 14,368 △ 8,097

比
較

損益勘定支弁職員

合 計 317

比較 708 △ 666 △ 341 △ 400

資本勘定支弁職員

前年度 2,070

区分

本年度 2,778 480 378

1,146 719 2,327

1,927

18

18

△ 3

会計年度
任用職員
勤勉手当

合 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円

時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

管 理 職
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当 児童手当

千円 千円

扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当
会計年度
任用職員
期末手当

千円

396 10,009

千円 千円千円

8,619 1,125 458 27,435

23,052396 7,290 6,352 2,300 517616

548

△ 4,3830 0 △ 2,719 △ 2,267 1,175 59

手
当
の
内
訳

△ 3 (0)

(0)

(2)

(2)

(2)

(2)

11
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

イ　会計年度任用職員

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

会計年度
任用職員
期末手当

千円

0

0

0

会計年度
任用職員
期末手当

千円

616

666

733

517

4,731

1,133

8 (0) 0 34,108 21,919 56,027 15,781 71,808

11

区 分

職 員 数 給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

特別職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

人 人 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(0) 0 44,410 26,429 70,839 23,945 94,784

△ 3 (0) 0 △ 10,302 △ 4,510 △ 14,812 △ 8,164 △ 22,976

手
当
の
内
訳

区分
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

管 理 職
手 当

本年度 2,778 480 378 1,927 18 396

比較 708 △ 666 △ 341 △ 400 0

前年度 2,070 1,146

期 末 手 当 勤 勉 手 当 児童手当
会計年度
任用職員
勤勉手当

合 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

719 2,327 18 396 10,009

千円 千円

0 △ 2,719 △ 2,267 1,175 0 △ 4,510

手 当 計

千円 千円 千円

報 酬 給 料

7,290 6,352 2,300 0 21,919

8,619 1,125 0 26,429

比 較
損 益 勘 定
支 弁 職 員

期 末 手 当 勤 勉 手 当 児童手当
会計年度
任用職員
勤勉手当

合 計

67 511127 444

手
当
の
内
訳

比較 0 0 0

前年度

本年度

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

管 理 職
手 当

千円 千円 千円 千円 千円 千円

区分
扶 養 手 当

特別職 一 般 職

1,006 4,065

5,242

千円 千円 千円 千円 千円

千円

住 居 手 当 通 勤 手 当
時 間 外
勤 務 手 当

4,509

0 (0) 317 0

0 (2)

損 益 勘 定
支 弁 職 員
損 益 勘 定
支 弁 職 員
損 益 勘 定
支 弁 職 員

比 較

本年度

前年度

本年度
損 益 勘 定
支 弁 職 員

前年度
損 益 勘 定
支 弁 職 員

区 分

職 員 数 給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

人 人

0 (2) 3,376 1,133

1,006548

0 0 59 1270 0 0 0 68

3,059

458
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２．給料及び手当の増減額の明細

一般行政職の昇給率　0.977％　

損益勘定支弁職員の異動等によるその他の増減

損益勘定支弁職員の異動等によるその他の増減

３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

給料 △ 10,302 千円

給与改定に伴う増分 936 千円 令和６年人事院勧告に伴う給与改定分

普通昇給に伴う増加分 334 千円

そ の 他 の 増 減 分 △ 11,572 千円

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

令和６年人事院勧告に伴う給与改定分

そ の 他 の 増 減 分 △ 4,778 千円

区 分 事務・技術職（行政職） その他の職（技能労務職） 備 考

手当 △ 4,383 千円
給与改定に伴う増分 395 千円

令和７年１月１日現在

平均給料月額 ３４７，７９０円

平均給与月額 ３８０，７６０円

平均年齢 ４６歳　０月

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職
一 般 会 計 の 制 度

行 政 職 技 能 労 務 職

令和６年１月１日現在

平均給料月額 ３３５，４９０円

平均給与月額 ３７６，８２４円

平均年齢 ４５歳　８月

高 校 卒 １８８，０００円 １８５，７００円 １８８，０００円 １８５，７００円

大 学 卒 ２２０，０００円 － ２２０，０００円 －
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（３）級別職員数

（級別の標準となる職務）

行政職

区　分
行政職 技能労務職

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

２　級 2 20.0 ２　級

令和７年１月１日現在

１　級 0.0 １　級

３　級 2 20.0 ３　級

５　級 2 20.0 ５　級

４　級 3 30.0 ４　級

計 10 100.0 計 0

６　級 1 10.0

18.2

0.0 １　級

５　級

７　級 0.0

計 11 100.0 計 0

６　　級 課長，支所長，館長，所長，室長，事務局長又は監の職務

７　　級 困難な業務を処理する課長，支所長，館長，所長，室長又は事務局長の職務

区　　分

１　　級 主事，技師の職務

２　　級 主任主事，主任技師の職務

３　　級 主査，技術主査の職務

令和６年１月１日現在

１　級

４　級 3 27.2 ４　級

３　級 4 36.4 ３　級

４　　級 係長，主任主査，主任技術主査又は参事補の職務

５　　級 参事，主幹又は困難な業務を処理する係長の職務

７　級 0.0

２　級 1 9.1 ２　級

６　級 1 9.1

５　級 2
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（４）昇給

（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率（％）

平均対象職員１人当たり平均支給額（円）

代表的な特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

区分 合　　　　計 行　　政　　職 技　能　労　務　職

職員数 （Ａ）（人） 10 10

４号給（人） 6 6

２号給（人） 0 0

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 7 7

６号給（人） 1 1

８号給（人）

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 9 9

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 70.0 70.0

職員数 （Ａ）（人） 11 11

号給数別内訳

８号給（人） 0 0

号給数別内訳

２号給（人） 0 0

４号給（人） 4 4

６号給（人）

技 術 職 そ の 他 の 職

0 0 0 0

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 81.8 81.8

備　考
６月（月分） １２月（月分） ３月（月分） （月分）

支給対象職員の比率　（％） 0 0 0 0

0 0 0 0

有

本 年 度 2.300 2.300 － 4.60 有

区分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階，職務の

級等による加算措置

一般会計の制度 2.300 2.300 － 4.60 有

前 年 度 2.250 2.250 － 4.50

区 分 全 職 員 事 務 職 員

5 5

前
年
度

0 0

本
年
度
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（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（８）その他の手当

区分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等 退職時特別昇給 備考

通　勤　手　当 同じ

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同じ

－

一般会計の制度
（支給率等）

26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置
（２～４５％加算）

－

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置
（２～４５％加算）

住　居　手　当 同じ
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期　間 金　額 期　間 金　額 国県支出金 企業債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円

水道事業窓口業務包括業務委託 120,120 - -
令和７年度から
令和11年度まで

120,120 120,120

債　務　負　担　行　為　に　関　す　る　調　書

事項 限度額

前年度末までの 当該年度以降の
左の財源内訳

支払義務発生（見込）額 支払義務発生予定額
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（単位：千円）

１　営業収益

　(1)　給水収益 ５４６,４７６

　(2)　その他営業収益 ４,３５６ ５５０,８３２

２　営業費用

　(1)　原水及び浄水費 １１５,６３９

　(2)　配水及び給水費 ７４,１７６

　(3)　総係費 １１５,４８４

　(4)　減価償却費 ２７５,５２７

　(5)　資産減耗費 ６,５００ ５８７,３２６

　　　 営業損失 ３６,４９４

令和６年度南九州市水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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３　営業外収益

　(1)　受取利息及び配当金 ３０

　(2)　他会計補助金 ９,３０６

　(3)　長期前受金戻入 ５９,１５７

　(4)　資本費繰入収益 ４０,５９７

　(5)　雑収益 ２５ １０９,１１５

４　営業外費用

　(1)　支払利息 ２４,０３４

　(2)　雑支出 ２,１０１ ２６,１３５ ８２,９８０

　 　　経常利益 ４６,４８６

　　 　当年度純利益 ４６,４８６

　　 　前年度繰越利益剰余金 ９４０

　　 　その他未処分利益剰余金変動額 ０

　 　　当年度未処分利益剰余金 ４７,４２６
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（単位：円）

１． 固  定  資  産

（１）

イ 土 地 110,361,942

ロ 建 物 224,795,705

減 価 償 却 累 計 額 △ 108,819,391 115,976,314

ハ 構 築 物 8,781,798,333

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,476,970,431 4,304,827,902

ニ 機 械 及 び 装 置 1,941,812,592

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,252,134,888 689,677,704

ホ 車 輛 及 び 運 搬 具 7,714,472

減 価 償 却 累 計 額 △ 6,671,171 1,043,301

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 34,704,676

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,700,692 2,003,984

ト 建 設 仮 勘 定 57,381,282

5,281,272,429

（２）

イ 出 資 金 1,400,000

1,400,000

5,282,672,429

２． 流  動  資  産

（１） 484,585,594

（２） 10,000,000

△ 92,830 9,907,170

（３） 9,000,000

（４） 900,000

504,392,764

5,787,065,193

令和６年度南九州市水道事業予定貸借対照表

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

貯 蔵 品

営 業 未 収 金

投 資 そ の 他 の 資 産

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

（令和７年３月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　　部

有 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計
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３． 固　定  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 1,842,671,926

1,842,671,926

1,842,671,926

４． 流  動  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 135,848,512

135,848,512

（２） 100,000,000

（３） 7,520,000

（４） 900,000

244,268,512

５． 繰　延　収　益

（１） 2,264,124,326

841,334,338

2,928,274,776

              

固 定 負 債 合 計

企 業 債

負 債 合 計

企 業 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

未 払 金

賞 与 等 引 当 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

預 り 金

企 業 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　　部

△ 1,422,789,988

企 業 債 合 計
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６． 資   本   金

（１） 1,953,572,782

（２）　組み入 420,000,000

2,373,572,782

７． 剰   余   金

（１）

イ 受 贈 財 産 評 価 額 16,024,990

ロ 寄 付 金 22,211,520

ハ 工 事 負 担 金 16,443,357

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 143,958,116

198,637,983

（２）

イ 減 債 積 立 金 66,154,000

ロ 建 設 改 良 積 立 金 173,000,000

ハ 未 処 分 利 益 剰 余 金 47,425,652

286,579,652

485,217,635

2,858,790,417

5,787,065,193

　　　　 　　　　

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　　部

組 入 資 本 金

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計
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（単位：円）

１． 固  定  資  産

（１）

イ 土 地 110,361,942

ロ 建 物 226,645,705

減 価 償 却 累 計 額 △ 114,502,646 112,143,059

ハ 構 築 物 8,933,755,280

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,665,666,740 4,268,088,540

ニ 機 械 及 び 装 置 1,952,357,137

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,323,035,222 629,321,915

ホ 車 輛 及 び 運 搬 具 7,714,472

減 価 償 却 累 計 額 △ 7,100,246 614,226

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 34,704,676

減 価 償 却 累 計 額 △ 32,880,592 1,824,084

ト 建 設 仮 勘 定 55,654,009

5,178,007,775

（２）

イ 出 資 金 1,400,000

1,400,000

5,179,407,775

２． 流  動  資  産

（１） 545,591,298

（２） 10,000,000

△ 92,830 9,907,170

（３） 9,000,000

（４） 900,000

565,398,468

5,744,806,243

令和７年度南九州市水道事業予定貸借対照表

営 業 未 収 金

投 資 そ の 他 の 資 産

（令和８年３月31日）

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

固 定 資 産 合 計

貯 蔵 品

そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

有 形 固 定 資 産

資　　　　　産　　　　　の　　　　　　部
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３． 固　定  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 1,828,047,791

1,828,047,791

1,828,047,791

４． 流  動  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 144,624,135

144,624,135

（２） 100,000,000

（３） 5,979,000

（４） 900,000

251,503,135

５． 繰　延　収　益

（１）

799,357,309

2,878,908,235

              

流 動 負 債 合 計

負 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

企 業 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　　部

企 業 債

固 定 負 債 合 計

賞 与 等 引 当 金

長 期 前 受 金

繰 延 収 益 合 計

収 益 化 累 計 額

預 り 金

△ 1,464,122,286

2,263,479,595
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６． 資   本   金

（１） 1,953,572,782

（２）　組み入 420,000,000

2,373,572,782

７． 剰   余   金

（１）

イ 受 贈 財 産 評 価 額 16,024,990

ロ 寄 付 金 22,211,520

ハ 工 事 負 担 金 16,443,357

ニ そ の 他 資 本 剰 余 金 143,958,116

198,637,983

（２）

イ 減 債 積 立 金 66,154,000

ロ 利 益 積 立 金 20,000,000

ハ 建 設 改 良 積 立 金 200,000,000

ニ 未 処 分 利 益 剰 余 金 7,533,243

293,687,243

492,325,226

2,865,898,008

5,744,806,243

　　　　 　　　　

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

資 本 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

組 入 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　　部
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　

１． 資産の評価基準及び評価方法

（１） たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品・・・先入先出法による原価法

２． 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

減価償却の方法

定額法

主な耐用年数

建物　15年～58年

構築物　10年～60年

機械及び装置　6年～45年 

工具器具及び備品　2年～15年

車両及び運搬具　2年～5年

（２） 無形固定資産

減価償却の方法

定額法

（３） リース取引の処理方法

ソフトウェアに係るリース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

令和７年度注記表
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３． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

（２） 退職給付引当金

本市は，退職手当組合に加入しており，一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出しているため，退職手当給付金引当金を計上

せず，拠出時に費用処理を行っている。

（３） 賞与等引当金

職員の期末手当,勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため,当事業年度末における支給見込額に基づき，

当事業年度の負担に属する額を計上している。

４． その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

（１） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は，

Ⅲ．その他の注記

（１） 賞与等引当金の取崩し

当年度において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費を支出するため，賞与等引当金７，５２０千円

を取り崩す。

３８９,８０５,８４４円である。
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予 算 参 考 資 料
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目 節 予定額(千円)

１ 水道事業収益 ６７５,７３４

１ 営 業 収 益 ５８９,３３８

１ 給 水 収 益 ５８４,４０８

水 道 料 金 ５８４,４０８ 水道料金 584,408

２ そ の 他 営 業 収 益 ４,９３０

給 水 負 担 金 ３,４８７ 給水負担金 3,487

他 会 計 負 担 金 １,０５０ 消火栓維持管理費 1,050

手 数 料 ３９３ 新設手数料等 393

２ 営 業 外 収 益 ８６,３９６

１ 受取利息及び配当金 １２５

預 金 利 息 １２５ 預金利息 125

２ 他 会 計 補 助 金 ９,００８

一 般 会 計 繰 入 金 ２,３００ 児童手当に要する経費 2,300

企 業 債 利 息 ６,７０８ 企業債利子償還分繰入金 6,708

３ 長 期 前 受 金 戻 入 ４２,３９２

補 助 金 戻 入 ３３,１１８ 補助金分 33,118

受贈財産評価額戻入 ２,１７０ 受贈財産評価額分 2,170

工 事 負 担 金 戻 入 ７,１０４ 工事負担金分 7,104

４ 資 本 費 繰 入 収 益 ３４,８５８

資 本 費 繰 入 収 益 ３４,８５８ 企業債元金償還金繰入金 34,858

５ 雑 収 益 １３

雑 収 益 １３ 土地貸付使用料 13

令和７年度　南九州市水道事業会計予算説明書

款 備   　　　　　　　　考項

（収益的収入）
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目 節 予定額(千円)

１ 水道事業費用 ６６２,７３９

１ 営 業 費 用 ６０９,９０１

１ 原 水 及 び 浄 水 費 １２８,９２３

備 消 品 費 ５６６ 機械器具等消耗品 566

光 熱 水 費 ４３２ 水源地設置電灯等電気料 432

通 信 運 搬 費 １,４５２ 電話料及び専用回線使用料 1,452

委 託 料 １６,９６５ 電気設備保守管理業務委託料 4,100

電気工作物保安管理業務委託料 2,354

監視ネットワ－ク業務委託料 3,126

水源地受水槽清掃業務委託料 280

残留塩素毎日検査委託料 1,260

水道施設草払業務委託料 4,948

災害等緊急時対応業務委託料 897

手 数 料 １９,６２４ 水質検査委託手数料等 19,624

賃 借 料 ４９１ 緊急時発電機借上料 407

水源地等借地料 84

修 繕 費 ７,２００ 水源地施設等修繕費 7,200

動 力 費 ７９,３５２ 水源地等動力電気料 78,000

非常用発電機用燃料 1,352

薬 品 費 ２,８４１ 滅菌用次亜塩素酸ソ－ダ 2,541

残留塩素測定用試薬 300

２ 配 水 及 び 給 水 費 ８４,９７７

報 酬 ３,３７６ 水道技術指導員等報酬 3,376

手 当 等 １,１３３ 水道技術指導員手当 1,133

法 定 福 利 費 ７３３ 水道技術指導員法定福利費 733

旅 費 ２ 水道施設管理指導員費用弁償 2

備 消 品 費 ５９０ 工具及び修繕用備消耗品 590

燃 料 費 １０３ 非常用発電機用燃料 103

光 熱 水 費 ３６０ 配水池設置電灯等電気料 360

委 託 料 ７,７８５ 水道施設管理業務委託料 6,125

款 項

（収益的支出）

備   　　　　　　　　考
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目 節 予定額(千円)

配水池清掃業務委託料 1,485

災害等緊急時対応業務委託料 175

賃 借 料 １８７ 緊急時発電機借上料 170

配水池等借地料 17

修 繕 費 ６３,１０６ 配水施設及び漏水等修繕費 36,000

量水器修理及び取替 27,106

材 料 費 ７,６０２ 配水施設修繕用材料費 6,000

不断水用仕切弁購入費 1,602

３ 総 係 費 １１５,４４４

給 料 ３４,１０８ 職員給料 34,108

手 当 等 （ 課 税 ） ３７８ 通勤手当 378

手 当 等 １６,５８９ 職員手当 16,589

法 定 福 利 費 １４,７５４ 職員法定福利費 14,754

旅 費 ２０２ 普通旅費 202

備 消 品 費 ４３２ 事務用消耗品費 432

燃 料 費 ２,００９ 公用車ガソリン代 2,009

印 刷 製 本 費 １,０７８ 納付書印刷等 1,078

通 信 運 搬 費 ８７６ 郵便・電話料 876

委 託 料 ３３,０３５ 窓口業務等包括業務委託 24,024

水道マッピングシステム保守委託料 1,221

水道事業会計システム保守委託料 1,093

水道料金検針システム保守委託料 128

施設台帳システム保守委託料 1,496

積算システム保守委託料 343

水道事業経営戦略改定業務委託料 2,530

水道施設耐震診断調査業務委託料 2,200

手 数 料 ２,９３３ 収納取扱手数料等 2,933

賃 借 料 １,０４７ 複合機借上使用料・カウント料 455

水道事業会計システムリ－ス料 106

積算システムリース料 486

修 繕 費 ６５４ 公用車修繕費等 654

款 項 備   　　　　　　　　考
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目 節 予定額(千円)

研 修 費 １８ 各種研修等参加経費 18

負 担 金 １７９ 協議会等負担金 179

保 険 料 １,０５９ 水道施設損害責任保険等 749

水道建物災害共済保険 144

自動車関係保険等 166

公 課 費 １４ 自動車重量税 14

賞与等引当金繰入額 ５,９７９ 期末・勤勉手当引当金 4,952

法定福利費引当金 1,027

貸倒引当金繰入額 １００ 貸倒引当金 100

４ 減 価 償 却 費 ２６８,４５７

２６８,４５７ 建物 5,684

構築物 191,264

機械及び装置 70,900

工具・器具及び備品 180

車両及び運搬具 429

５ 資 産 減 耗 費 １２,１００

固 定 資 産 除 却 費 １２,０００ 構築物等除却 12,000

棚 卸 資 産 減 耗 費 １００ 棚卸資産不良品減耗分 100

２ 営 業 外 費 用 ５０,８３８

１ 支 払 利 息 ２５,５９２

企 業 債 利 息 ２５,５９２ 企業債償還利息 25,592

２ 消 費 税 及 び ２５,０００

地 方 消 費 税 消費税及び地方消費税 ２５,０００ 消費税及び地方消費税納付額 25,000

３ 雑 支 出 ２４６

雑 支 出 ２４６ 雑支出 246

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００

予 備 費 ２,０００ 予備費 2,000

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

款 項 備   　　　　　　　　考
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目 節 予定額(千円)

１ 資 本 的 収 入 １３０,５００

１ 企 業 債 １３０,０００

１ 企 業 債 １３０,０００

企 業 債 １３０,０００ 水道事業債 130,000

２ 負 担 金 ５００

１ 他 会 計 負 担 金 ５００

工 事 負 担 金 ５００ 移設工事負担金 500

目 節 予定額(千円)

１ 資 本 的 支 出 ３１９,０９８

１ 建 設 改 良 費 １７９,２２６

１ 拡 張 費 ５１,４００

工 事 請 負 費 ５０,８００ 配水管拡張工事等 31,000

西木場地区水源ボーリング工事 19,800

委 託 料 ６００ 設計業務委託 600

２ 改 良 費 １２７,８２６

工 事 請 負 費 １２７,０２６ 配水管布設替工事等 116,200

ポンプ取替工事等 10,826

委 託 料 ８００ 設計業務委託 800

２ 営 業 設 備 費 ２,０２３

１ 固 定 資 産 購 入 費 ２,０２３

メーター器購入費 ７７３ 新規メーター器購入費 773

用地費及び補償費 １,２５０ 西木場地区水源地用地費 1,250

３ 企業債償還金 １３５,８４９

１ 企 業 債 償 還 金 １３５,８４９

元 金 償 還 金 １３５,８４９ 企業債元金償還金 135,849

備   　　　　　　　　考款 項

款 項

（資本的収入）

（資本的支出）

備   　　　　　　　　考
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目 節 予定額(千円)

４ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００

予 備 費 ２,０００ 予備費 2,000

備   　　　　　　　　考款 項

-244-



令和７年度

南九州市公共下水道事業会計予算書
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議案第25号  

 

   令和７年度南九州市公共下水道事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度南九州市公共下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

（1）処理人口           ３，６００人 

（2）年間総処理水量      ４６０，０００㎥ 

（3）１日平均処理水量       １，２６０㎥ 

（4）主要な建設改良事業 

汚水管渠建設費  １９，９９６千円 

処理場建設費    ２，２９９千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

    収 入 

  第１款 下水道事業収益    １７６，６０５千円 

   第１項 営業収益       ４５，０１３千円 

   第２項 営業外収益     １３１，５９２千円 

    支 出 

  第１款 下水道事業費用    １７３，１０５千円 

   第１項 営業費用      １６２，０９４千円 

   第２項 営業外費用       ９，０１１千円 

   第３項 予備費         ２，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足  

する額５８，４５３千円は，過年度分損益勘定留保資金４９，５８４千円，当年度分損益勘定留保資金   

８，８６９千円で補填するものとする。）。 
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    収 入 

  第１款 資本的収入       １７，０００千円 

   第１項 出資金        １５，０００千円 

   第２項 負担金         ２，０００千円 

    支 出 

  第１款 資本的支出       ７５，４５３千円 

   第１項 建設改良費      ２２，２９５千円 

   第２項 企業債償還金     ５１，１５８千円 

   第３項 予備費         ２，０００千円 

 （一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は，１０，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

（1）営業費用 

（2）営業外費用 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については，その経費の金額をそれ以外の経費の金額に流用し，又はそれ以外の経

費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければならない。 

（1）職員給与費          ７，８８６千円 

 

令和７年２月18日提出 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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（収　　入）

款 備　　　　　　考

１ 下水道事業収益 １７６,６０５

１ 営 業 収 益 ４５,０１３

１ 下 水 道 収 益 ４５,０１３ 下水道使用料金

２ 営 業 外 収 益 １３１,５９２

１ 受取利息及び配当金 ６２ 預金利息

２ 他 会 計 補 助 金 ８７,１０１ 一般会計繰入金

３ 長 期 前 受 金 戻 入 ４４,４２９ 減価償却費に係る長期前受金の収益化額

令　和　７　年　度　南　九　州　市　公　共　下　水　道　事　業　会　計　予　算　実　施　計　画

項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

予　定　額 ( 千円 ）
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（支　　出）

款 備　　　　　　考

１ 下水道事業費用 １７３,１０５

１ 営 業 費 用 １６２,０９４

１ 汚 水 管 渠 費 １０,８６６ 管渠及び排水施設管理に要する経費

２ 処 理 場 費 ２２,７０７ 終末処理施設管理に要する経費

３ 総 係 費 ３４,４５４ 事業推進全般の管理に要する経費

４ 減 価 償 却 費 ９４,０６７ 有形固定資産の減価償却費

２ 営 業 外 費 用 ９,０１１

１ 支 払 利 息 ６,７２９ 企業債支払利息

２ 消費税及び地方消費税 ２,０００ 消費税及び地方消費税

３ 雑 支 出 ２８２ 雑支出

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００ 予備費

項 目 予　定　額 ( 千円 ）
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（収　　入）

款 備　　　　　　考

１ 資本的収入 １７,０００

１ 出 資 金 １５,０００

１ 他 会 計 出 資 金 １５,０００ 一般会計出資金

２ 負 担 金 ２,０００

１ 受 益 者 負 担 金 ２,０００ 受益者負担金

（支　　出）

款 備　　　　　　考

１ 資本的支出 ７５,４５３

１ 建 設 改 良 費 ２２,２９５

１ 汚 水 管 渠 建 設 費 １９,９９６
公共桝設置工事，モバイル回線警報システム構
築工事等

２ 処 理 場 建 設 費 ２,２９９ 浄化センター施設改修工事等

２ 企 業 債 償 還 金 ５１,１５８

１ 企 業 債 償 還 金 ５１,１５８ 企業債元金償還金

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００ 予備費

項 目

項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

予　定　額 ( 千円 ）

予　定　額 ( 千円 ）
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.

その他

他会計からの出資による収入

２４４,２３８

資金期首残高 １４７,８４０,４０８

資金期末残高 １４８,０８４,６４６

資金増加額（又は減少額）

２,０００,０００

△ ５１,１５７,２７５

△ １８,２６８,１８１

０

１５,０００,０００

負担金による収入

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

△ ３６,１５７,２７５

投資活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

補助金による収入 ０

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ ２０,２６８,１８１

未収金の増減額（△は増加） ０

△ ６,７２８,９５７

未払金の増減額（△は減少） ０

たな卸資産の増減額（△は増加） ０

小　計 ６１,３３６,６５１

０

６２,０００

業務活動によるキャッシュ・フロー ５４,６６９,６９４

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

支払利息 ６,７２８,９５７

受取利息及び受取配当金 △ ６２,０００

資産減耗費 ０

賞与等引当金の増減額（△は減少） △ １２７,０００

貸倒引当金の増減額（△は減少） ０

長期前受金戻入額 △ ４４,４３０,０５０

減価償却費 ９４,０６６,６８２

令 和 ７ 年 度 南 九 州 市 公 共 下 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 3 1 日 ま で ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益又は当期純損失（△） ５,１６０,０６２

（ 単 位 ： 円 ）

-253-



１．総括表

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

会計年度
任用職員
期末手当

千円

899 120 2,575

比較 166 66 △ 24 0 △ 154120 0△ 41 0 △ 216 △ 225 0

前年度 110 84 81 242 0 1,039

201 0 823

千円 千円 千円 千円

本年度 276 150 57 2,421674 240

△ 719 △ 1,656

手
当
の
内
訳

区分
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

退職手当
組合負担

金

会計年度
任用職員
勤勉手当

合 計

千円 千円 千円 千円 千円 千円

時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当 児童手当

千円

比
較

合 計

損益勘定支弁職員 0 (0) △ 783 △ 154 △ 937

資本勘定支弁職員

△ 719 △ 1,656

0 (0) 0 △ 783 △ 154 △ 937

前
年
度

損益勘定支弁職員 1 (0) 0 4,553 2,575 7,128

資本勘定支弁職員

合 計 1 (0) 0 4,553 2,575

本
年
度

損益勘定支弁職員 1 (0) 0 3,770 2,421

合 計 1 (0) 0 3,770 2,421

資本勘定支弁職員

給　　与　　費　　明　　細　　書

区 分

職 員 数 給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

特別職 一 般 職 報 酬 給 料

千円 千円

手 当 計

人 人 千円 千円 千円 千円

7,128 2,414 9,542

1,695 7,886

1,695 7,886

2,414 9,542

6,191

6,191
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ア　会計年度任用職員以外の職員

※（　）内は，短時間勤務職員について外書きしたもの。

２．給料及び手当の増減額の明細

一般行政職の昇給率　0.977％　

損益勘定支弁職員の異動等によるその他の増減

損益勘定支弁職員の異動等によるその他の増減

令和６年人事院勧告に伴う給与改定分

そ の 他 の 増 減 分 △ 196 千円
手当 △ 154 千円

給与改定に伴う増分 42 千円

令和６年人事院勧告に伴う給与改定分

普通昇給に伴う増加分 98 千円

そ の 他 の 増 減 分 △ 978 千円

給料 △ 783 千円

給与改定に伴う増分 97 千円

区 分 増 減 額 増 減 事 由 別 内 訳 説明 備考

手
当
の
内
訳

2,575

比較 166 66 △ 24 △ 41 △ 1540 △ 216 △ 225 120 0 00

本年度 276 150 57 201

区分

2,421

前年度 110 84 81 242 1,039 899

823 674 240

120

会計年度
任用職員
勤勉手当

合 計児童手当
退職手当
組合負担

金
扶 養 手 当 住 居 手 当 通 勤 手 当

千円 千円 千円 千円千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

時 間 外
勤 務 手 当

管 理 職 員
特 別 勤 務
手 当

期 末 手 当 勤 勉 手 当
会計年度
任用職員
期末手当

千円

3,770

△ 154 △ 937 △ 719 △ 1,656

4,553 2,575 7,128 2,414 9,542
損 益 勘 定
支 弁 職 員

1 (0) 0

本年度
損 益 勘 定
支 弁 職 員

1 (0) 0

千円 千円

比 較
損 益 勘 定
支 弁 職 員

0 (0) 0 △ 783

2,421 6,191 1,695 7,886

前年度

区 分

職 員 数 給 与 費
法 定 福 利 費 合 計

特別職 一 般 職 報 酬 給 料 手 当 計

人 人 千円 千円 千円 千円

-255-



３．給料及び手当の状況

（１）職員１人当たり給与

（２）初任給

高 校 卒 １８８，０００円 １８５，７００円 １８８，０００円 １８５，７００円

大 学 卒 ２２０，０００円 － ２２０，０００円 －

区 分 行 政 職 技 能 労 務 職
一 般 会 計 の 制 度

行 政 職 技 能 労 務 職

令和６年１月１日現在

平均給料月額 ３７８，７００円

平均給与月額 ３８０，７００円

平均年齢 ５２歳　８月

令和７年１月１日現在

平均給料月額 ３１３，０００円

平均給与月額 ３４９，７００円

平均年齢 ３８歳　７月

区 分 事務・技術職（行政職） その他の職（技能労務職） 備 考
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（３）級別職員数

（級別の標準となる職務）

行政職

７　級 0.0

６　　級 課長，支所長，館長，所長，室長，事務局長又は監の職務

７　　級 困難な業務を処理する課長，支所長，館長，所長，室長又は事務局長の職務

３　　級 主査，技術主査の職務

４　　級 係長，主任主査，主任技術主査又は参事補の職務

５　　級 参事，主幹又は困難な業務を処理する係長の職務

区　　分

１　　級 主事，技師の職務

２　　級 主任主事，主任技師の職務

６　級 0.0

計 1 100.0

令和６年１月１日現在

１　級 0.0 １　級

計 0

５　級 0.0 ５　級

４　級 1 100.0 ４　級

３　級 0.0 ３　級

６　級 0.0

２　級 0.0 ２　級

７　級 0.0

４　級 0.0 ４　級

計 1 100.0 計

２　級 0.0 ２　級

令和７年１月１日現在

１　級 0.0 １　級

３　級 1 100.0 ３　級

５　級 0.0 ５　級

区　分
行政職 技能労務職

級 職員数 (人) 構成比 (％) 級 職員数 (人) 構成比 (％)

-257-



（４）昇給

（５）特殊勤務手当

給料総額に対する比率（％）

平均対象職員１人当たり平均支給額（円）

代表的な特殊勤務手当

（６）期末手当・勤勉手当

一般会計の制度 2.300 2.300 － 4.60 有

有

前 年 度 2.250 2.250 － 4.50 有

１２月（月分） ３月（月分） （月分）

本 年 度 2.300 2.300 － 4.60

0 0 0 0

区分
支給期別支給率 支給率計 職制上の段階，職務の

級等による加算措置
備　考

６月（月分）

0 0 0 0

支給対象職員の比率　（％） 0 0 0 0

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

区 分 全 職 員 事 務 職 員 技 術 職 そ の 他 の 職

前
年
度 0

８号給（人） 0

号給数別内訳

３号給（人） 0

４号給（人） 1 1

６号給（人）

0

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 1 1

比率（Ｂ）／（Ａ） （％） 100.0 100.0

職員数 （Ａ）（人） 1 1

本
年
度

職員数 （Ａ）（人） 1 1

昇給に係る職員数 （Ｂ）（人） 1 1

号給数別内訳

３号給（人） 0

４号給（人） 0

６号給（人） 1 1

８号給（人）

区分 合　　　　計 行　　政　　職 技　能　労　務　職
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（７）定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

（８）その他の手当

通　勤　手　当 同じ

区　　　　　分 一般会計の制度との異同 差異の内容

扶　養　手　当 同じ

住　居　手　当 同じ

－

一般会計の制度
（支給率等）

26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置
（２～４５％加算）

－

支給率等 26.3655 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職特別措置
（２～４５％加算）

区分
20年勤続の者
（月分）

25年勤続の者
（月分）

35年勤続の者
（月分）

最高限度
（月分）

その他の加算措置等 退職時特別昇給 備考
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（単位：千円）

１　営業収益

　(1)　下水道収益 ４１,４５１ ４１,４５１

２　営業費用

　(1)　汚水管渠費 ７,０９３

　(2)　処理場費 １８,５０７

　(3)　総係費 ９,５０９

　(4)　減価償却費 ９４,３３９

　(5)　資産減耗費 ０ １２９,４４８

　　　　営業損失 ８７,９９７

令和６年度南九州市公共下水道事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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３　営業外収益

　(1)　受取利息及び配当金 ４

　(2)　他会計補助金 ６７,２３４

　(3)　長期前受金戻入 ４４,７５６

　(4)　雑収益 ０ １１１,９９４

４　営業外費用

　(1)　支払利息 ７,６９３

　(2)　雑支出 ３８２ ８,０７５ １０３,９１９

　　　 経常利益 １５,９２２

　　　 当年度純利益 １５,９２２

　　 　前年度繰越利益剰余金 ９８８

　　 　その他未処分利益剰余金変動額 ０

　 　　当年度未処分利益剰余金 １６,９１０
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（単位：円）

１． 固  定  資  産

（１）

イ 土 地 26,788,600

ロ 建 物 81,065,419

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,758,455 69,306,964

ハ 構 築 物 3,194,954,818

減 価 償 却 累 計 額 △ 437,724,125 2,757,230,693

ニ 機 械 及 び 装 置 137,071,897

減 価 償 却 累 計 額 △ 95,056,482 42,015,415

ホ 車 輛 及 び 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 323,801

減 価 償 却 累 計 額 0 323,801

ト 建 設 仮 勘 定 0

2,895,665,473

2,895,665,473

２． 流  動  資  産

（１） 147,840,408

（２） 500,000

0 500,000

（３） 0

148,340,408

3,044,005,881

令和６年度南九州市公共下水道事業予定貸借対照表

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

営 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

（令和７年３月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　　部

有 形 固 定 資 産
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３． 固　定  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 310,195,056

310,195,056

310,195,056

４． 流  動  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 51,157,275

51,157,275

（２） 10,000,000

（３） 755,000

61,912,275

５． 繰　延　収　益

（１） 1,611,972,348

1,352,660,589

1,724,767,920

              

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

未 払 金

賞 与 等 引 当 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

企 業 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　　部

企 業 債 合 計

△ 259,311,759

固 定 負 債 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計

-263-



６． 資   本   金

（１） 1,197,116,639

（２） 64,211,756

1,261,328,395

７． 剰   余   金

（１）

0

（２）

イ 建 設 改 良 積 立 金 41,000,000

ロ 未 処 分 利 益 剰 余 金 16,909,566

57,909,566

57,909,566

1,319,237,961

3,044,005,881

　　　　 　　　　

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　　部

利 益 剰 余 金

資 本 剰 余 金

繰 入 資 本 金

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計
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（単位：円）

１． 固  定  資  産

（１）

イ 土 地 26,788,600

ロ 建 物 81,065,419

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,110,146 66,955,273

ハ 構 築 物 3,201,499,363

減 価 償 却 累 計 額 △ 525,777,780 2,675,721,583

ニ 機 械 及 び 装 置 150,795,533

減 価 償 却 累 計 額 △ 98,717,818 52,077,715

ホ 車 輛 及 び 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 323,801

減 価 償 却 累 計 額 0 323,801

ト 建 設 仮 勘 定 0

2,821,866,972

2,821,866,972

２． 流  動  資  産

（１） 148,084,646

（２） 500,000

0 500,000

（３） 0

148,584,646

2,970,451,618

令和７年度南九州市公共下水道事業予定貸借対照表

営 業 未 収 金

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

固 定 資 産 合 計

（令和８年３月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　　部

有 形 固 定 資 産 合 計

そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計

有 形 固 定 資 産
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３． 固　定  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 259,604,468

259,604,468

259,604,468

４． 流  動  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 50,590,588

50,590,588

（２） 10,000,000

（３） 628,000

61,218,588

５． 繰　延　収　益

（１） 1,613,972,348

1,310,230,539

1,631,053,595

              

△ 303,741,809

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

固 定 負 債 合 計

企 業 債

賞 与 等 引 当 金

負　　　　　債　　　　　の　　　　　　部

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

未 払 金

企 業 債

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額
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６． 資   本   金

（１） 1,197,116,639

（２） 79,211,756

1,276,328,395

７． 剰   余   金

（１）

0

（２）

イ 利 益 積 立 金 10,000,000

ロ 建 設 改 良 積 立 金 47,000,000

ハ 未 処 分 利 益 剰 余 金 6,069,628

63,069,628

63,069,628

1,339,398,023

2,970,451,618

　　　　 　　　　

資　　　　　本　　　　　の　　　　　　部

自 己 資 本 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

繰 入 資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 金 合 計
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　

１． 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

減価償却の方法

定額法

主な耐用年数

建物　15年～58年

構築物　10年～60年

機械及び装置　6年～45年 

工具器具及び備品　2年～15年

車両及び運搬具　2年～5年

（２） 無形固定資産

減価償却の方法

定額法

（３） リース取引の処理方法

ソフトウェアに係るリース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

（２） 退職給付引当金

本市は，退職手当組合に加入しており，一般会計を通じて当該組合に掛金を拠出しているため，退職手当給付金引当金を計上

せず，拠出時に費用処理を行っている。

令和７年度注記表
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（３） 賞与等引当金

職員の期末手当,勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため,当事業年度末における支給見込額に基づき，

当事業年度の負担に属する額を計上している。

３． その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

（１） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は，

Ⅲ．その他の注記

（１） 賞与等引当金の取崩し

当年度において，職員の期末手当，勤勉手当及びこれに伴う法定福利費を支出するため，賞与等引当金７５５千円

を取り崩す。

３１０,１９５,０５６円である。
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予 算 参 考 資 料
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目 節 予定額(千円)

１ 下水道事業収益 １７６,６０５

１ 営 業 収 益 ４５,０１３

１ 下 水 道 収 益 ４５,０１３

下 水 道 使 用 料 ４５,０１３ 下水道使用料金 45,013

２ 営 業 外 収 益 １３１,５９２

１ 受取利息及び配当金 ６２

預 金 利 息 ６２ 預金利息 62

２ 他 会 計 補 助 金 ８７,１０１

一 般 会 計 繰 入 金 ８７,１０１ 一般会計繰入金 87,101

３ 長 期 前 受 金 戻 入 ４４,４２９

補 助 金 戻 入 ４０,４７６ 補助金分 40,476

負 担 金 戻 入 ３,９５３ 負担金分 3,953

目 節 予定額(千円) 備   　　　　　　　　考

１ 下水道事業費用 １７３,１０５

１ 営 業 費 用 １６２,０９４

１ 汚 水 管 渠 費 １０,８６６

備 消 品 費 ５ 事務用消耗品 5

通 信 運 搬 費 ２１８ 電話料 218

委 託 料 ５,０６８ 管渠等維持管理業務委託料 4,100

災害等緊急対応時業務委託料 198

下水道管路清掃業務委託料 770

賃 借 料 １９４ 緊急時発電機借上料 194

修 繕 費 ２,６９０ 一般修繕・路面補修等 1,000

緊急用ポンプ修繕 1,690

動 力 費 ２,６９１ ポンプ動力費 2,640

非常用発電機用燃料 51

令和７年度　南九州市公共下水道事業会計予算説明書

款

款

備   　　　　　　　　考項

項

（収益的収入）

（収益的支出）
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目 節 予定額(千円) 備   　　　　　　　　考

２ 処 理 場 費 ２２,７０７

備 消 品 費 ７７ 施設消耗品 77

光 熱 水 費 ６０ 電気料，水道料 60

通 信 運 搬 費 ４８ 電話料 48

委 託 料 １１,４１０ 維持管理業務委託料 7,409

電気保安業務委託料 271

植栽管理業務委託料 1,430

処理槽上部維持管理委託料 2,035

災害等緊急対応時業務委託料 265

手 数 料 ２７ 消防設備点検手数料 27

修 繕 費 ２,０００ 施設修繕費 2,000

動 力 費 ９,０８５ 施設動力費 9,000

非常用発電機用燃料 85

３ 総 係 費 ３４,４５４

給 料 ３,７７０ 職員給料 3,770

手 当 等 （ 課 税 ） ５７ 通勤手当 57

手 当 等 １,８４１ 職員手当 1,841

報 酬 ４７ 下水道審議会委員報酬 47

法 定 福 利 費 １,５９０ 職員法定福利費 1,590

旅 費 ２５ 普通旅費 20

費用弁償 5

備 消 品 費 ２０ 事務用消耗品費 20

委 託 料 ２５,８２７ 企業会計システム保守委託料 967

経営戦略改定業務委託料 4,994

下水道事業計画変更業務委託料 19,866

負 担 金 ９４ 協議会等負担金 94

保 険 料 ５５５ 建物災害共済，下水道賠償責任保険料 60

汚水処理施設機能保証保険料 495

賞与等引当金繰入額 ６２８ 期末・勤勉手当引当金 523

法定福利費引当金 105

款 項
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目 節 予定額(千円) 備   　　　　　　　　考

４ 減 価 償 却 費 ９４,０６７

９４,０６７ 建物 2,352

構築物 88,054

機械及び装置 3,661

２ 営 業 外 費 用 ９,０１１

１ 支 払 利 息 ６,７２９

企 業 債 利 息 ６,７２９ 企業債償還利息 6,729

２ 消 費 税 及 び ２,０００

地 方 消 費 税

消 費 税 及 び ２,０００ 消費税及び地方消費税納付額 2,000

地 方 消 費 税

３ 雑 支 出 ２８２

雑 支 出 ２８２ 雑支出 282

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００

予 備 費 ２,０００ 予備費 2,000

款 項

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費
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目 節 予定額(千円)

１ 資 本 的 収 入 １７,０００

１ 出 資 金 １５,０００

１ 他 会 計 出 資 金 １５,０００

一 般 会 計 出 資 金 １５,０００ 一般会計出資金 15,000

２ 負 担 金 ２,０００

１ 受 益 者 負 担 金 ２,０００

受 益 者 負 担 金 ２,０００ 受益者負担金 2,000

目 節 予定額(千円) 備   　　　　　　　　考

１ 資 本 的 支 出 ７５,４５３

１ 建 設 改 良 費 ２２,２９５

１ 汚 水 管 渠 建 設 費 １９,９９６

工 事 請 負 費 １９,９９６ 公共桝設置工事費 4,900

緊急用ポンプ取替工事等 4,800

モバイル回線警報システム構築工事 10,296

２ 処 理 場 建 設 費 ２,２９９

工 事 請 負 費 ２,２９９ 緊急用ポンプ取替工事等 2,299

２ 企業債償還金 ５１,１５８

１ 企 業 債 償 還 金 ５１,１５８

元 金 償 還 金 ５１,１５８ 企業債元金償還金 51,158

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００

予 備 費 ２,０００ 予備費 2,000

款 項

款 項

（資本的収入）

（資本的支出）

備   　　　　　　　　考
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令和７年度

南九州市農業集落排水事業会計予算書
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議案第26号  

 

   令和７年度南九州市農業集落排水事業会計予算 

 

 （総則） 

第１条 令和７年度南九州市農業集落排水事業会計の予算は，次に定めるところによる。 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。 

（1）処理人口             ９００人 

（2）年間総処理水量       ９０，０００㎥ 

（3）１日平均処理水量         ２４７㎥ 

（4）主要な建設改良事業 

汚水管渠建設費   ４，１６４千円 

処理場建設費    ７，４６７千円 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。 

    収 入 

  第１款 下水道事業収益     ６８，０９１千円 

   第１項 営業収益        ９，１３１千円 

   第２項 営業外収益      ５８，９６０千円 

    支 出 

  第１款 下水道事業費用     ６７，９８５千円 

   第１項 営業費用       ６４，３３６千円 

   第２項 営業外費用       １，６４９千円 

   第３項 予備費         ２，０００千円 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足  

する額１５，９５７千円は，過年度分損益勘定留保資金１４，９５４千円及び当年度分消費税及び地方消

費税資本的収支調整額１，００３千円で補填するものとする。）。 
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    収 入 

  第１款 資本的収入       １７，６００千円 

   第１項 出資金        １７，０００千円 

   第２項 負担金           ６００千円 

    支 出 

  第１款 資本的支出       ３３，５５７千円 

   第１項 建設改良費      １１，６３１千円 

   第２項 企業債償還金     １９，９２６千円 

   第３項 予備費         ２，０００千円 

 （一時借入金） 

第５条 一時借入金の限度額は，５，０００千円と定める。 

 （予定支出の各項の経費の金額の流用） 

第６条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。 

（1）営業費用 

（2）営業外費用 

 

令和７年２月18日提出 

 

南九州市長  塗 木 弘 幸    
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予 算 に 関 す る 説 明 書
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（収　　入）

款 備　　　　　　考

１ 下水道事業収益 ６８,０９１

１ 営 業 収 益 ９,１３１

１ 下 水 道 収 益 ９,１３１ 農業集落排水処理施設使用料

２ 営 業 外 収 益 ５８,９６０

１ 他 会 計 補 助 金 ３５,１２８ 一般会計繰入金

２ 長 期 前 受 金 戻 入 ２３,２３２ 減価償却費に係る長期前受金の収益化額

３
消費税及び地方消費税
還 付 金

６００ 消費税及び地方消費税還付金

令　和　７　年　度　南　九　州　市　農　業　集　落　排　水　事　業　会　計　予　算　実　施　計　画

項 目

収　益　的　収　入　及　び　支　出

予　定　額 ( 千円 ）
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（支　　出）

款 備　　　　　　考

１ 下水道事業費用 ６７,９８５

１ 営 業 費 用 ６４,３３６

１ 汚 水 管 渠 費 ２,２２５ 管渠及び排水施設管理に要する経費

２ 処 理 場 費 １４,１１７ 終末処理施設管理に要する経費

３ 総 係 費 １１５ 事業推進全般の管理に要する経費

４ 減 価 償 却 費 ４４,３７９ 有形固定資産の減価償却費

５ 資 産 減 耗 費 ３,５００ 固定資産除却費

２ 営 業 外 費 用 １,６４９

１ 支 払 利 息 １,４９４ 企業債支払利息

２ 雑 支 出 １５５ 雑支出

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００ 予備費

項 目 予　定　額 ( 千円 ）
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（収　　入）

款 備　　　　　　考

１ 資本的収入 １７,６００

１ 出 資 金 １７,０００

１ 他 会 計 出 資 金 １７,０００ 一般会計出資金

２ 負 担 金 ６００

１ 受 益 者 負 担 金 ６００ 受益者負担金

（支　　出）

款 備　　　　　　考

１ 資本的支出 ３３,５５７

１ 建 設 改 良 費 １１,６３１

１ 汚 水 管 渠 建 設 費 ４,１６４
公共桝設置工事，モバイル回線警報システム構
築工事等

２ 処 理 場 建 設 費 ７,４６７ 処理場設備取替工事

２ 企 業 債 償 還 金 １９,９２６

１ 企 業 債 償 還 金 １９,９２６ 企業債元金償還金

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００ 予備費

項 目

項 目

資　本　的　収　入　及　び　支　出

予　定　額 ( 千円 ）

予　定　額 ( 千円 ）
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.

その他

他会計からの出資による収入

５６,１２１,１９８

資金期末残高 ６８,１９９,２３１

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

財務活動によるキャッシュ・フロー

資金増加額（又は減少額）

△ ２,９２５,６２９

１７,０００,０００

１２,０７８,０３３

資金期首残高

2 投資活動によるキャッシュ・フロー

負担金による収入

3 財務活動によるキャッシュ・フロー

補助金による収入

６００,０００

△ １９,９２５,６２９

投資活動によるキャッシュ・フロー △ ９,９７３,６３７

０

０

０

業務活動によるキャッシュ・フロー ２４,９７７,２９９

利息及び配当金の受取額

利息の支払額

有形固定資産の取得による支出 △ １０,５７３,６３７

未収金の増減額（△は増加） ０

△ １,４９３,１０７

未払金の増減額（△は減少） ０

小　計 ２６,４７０,４０６

△ １,８４８,９７１

たな卸資産の増減額（△は増加） ０

支払利息 １,４９３,１０７

受取利息及び受取配当金 ０

貸倒引当金の増減額（△は減少） ０

長期前受金戻入額 △ ２３,２３３,７４６

資産減耗費 ３,５００,０００

賞与引当金の増減額（△は減少） ０

令 和 ７ 年 度 南 九 州 市 農 業 集 落 排 水 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書
（ 令 和 ７ 年 ４ 月 １ 日 か ら 令 和 ８ 年 ３ 月 31 日 ま で ）

1 業務活動によるキャッシュ・フロー

当期純利益又は当期純損失（△） ２,１８１,３５９

（ 単 位 ： 円 ）

減価償却費 ４４,３７８,６５７
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（単位：千円）

１　営業収益

　(1)　下水道収益 ８,６００

　(2)　その他営業収益 ０ ８,６００

２　営業費用

　(1)　汚水管渠費 ６９３

　(2)　処理場費 ７,１６１

　(3)　総係費 １１１

　(4)　減価償却費 ４４,１５２

　(5)　資産減耗費 ０ ５２,１１７

　　　　営業損失 ４３,５１７

令和６年度南九州市農業集落排水事業予定損益計算書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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３　営業外収益

　(1)　他会計補助金 ３５,６０３

　(2)　長期前受金戻入 ２１,７３４

　(3)　雑収益 ０ ５７,３３７

４　営業外費用

　(1)　支払利息 ２,１５５

　(2)　雑支出 ０ ２,１５５ ５５,１８２

　　　 経常利益 １１,６６５

　　　 当年度純利益 １１,６６５

　　 　前年度繰越利益剰余金 ７１８

　　 　その他未処分利益剰余金変動額 ０

　 　　当年度未処分利益剰余金 １２,３８３
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（単位：円）

１． 固  定  資  産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 5,492,000

ロ 建 物 54,757,176

減 価 償 却 累 計 額 △ 8,884,806 45,872,370

ハ 構 築 物 1,234,333,331

減 価 償 却 累 計 額 △ 185,153,093 1,049,180,238

ニ 機 械 及 び 装 置 92,063,835

減 価 償 却 累 計 額 △ 22,576,635 69,487,200

ホ 車 輛 及 び 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ト 建 設 仮 勘 定 0

1,170,031,808

1,170,031,808

２． 流  動  資  産

（１） 56,121,198

（２） 4,000,000

0 4,000,000

（３） 0

60,121,198

1,230,153,006

（令和７年３月31日）

資　　　　　産　　　　　の　　　　　　部

令和６年度南九州市農業集落排水事業予定貸借対照表

そ の 他 流 動 資 産

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計

営 業 未 収 金

貸 倒 引 当 金

現 金 及 び 預 金

有 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計
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３． 固　定  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 50,489,365

50,489,365

50,489,365

４． 流  動  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 19,925,629

19,925,629

（２） 2,000,000

21,925,629

５． 繰　延　収　益

（１） 680,967,371

572,021,525

644,436,519

              

負 債 合 計

企 業 債

負　　　　　債　　　　　の　　　　　　部

△ 108,945,846

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

未 払 金

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

固 定 負 債 合 計

企 業 債
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６． 資   本   金

（１） 403,064,288

（２） 150,075,000

（3） 10,000,000

563,139,288

７． 剰   余   金

（１）

0

（２）

イ 建 設 改 良 積 立 金 10,000,000

ロ 未 処 分 利 益 剰 余 金 12,577,199

22,577,199

22,577,199

585,716,487

1,230,153,006

　　　　 　　　　

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

自 己 資 本 金

資　　　　　本　　　　　の　　　　　　部

組 入 資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

繰 入 資 本 金

資 本 剰 余 金 合 計
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（単位：円）

１． 固  定  資  産

（１） 有 形 固 定 資 産

イ 土 地 5,492,000

ロ 建 物 54,757,176

減 価 償 却 累 計 額 △ 10,480,472 44,276,704

ハ 構 築 物 1,235,560,604

減 価 償 却 累 計 額 △ 222,562,702 1,012,997,902

ニ 機 械 及 び 装 置 98,170,737

減 価 償 却 累 計 額 △ 27,950,017 70,220,720

ホ 車 輛 及 び 運 搬 具 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ヘ 工 具 ・ 器 具 及 び 備 品 0

減 価 償 却 累 計 額 0 0

ト 建 設 仮 勘 定 0

1,132,987,326

1,132,987,326

２． 流  動  資  産

（１） 68,199,231

（２） 4,000,000

0 4,000,000

（３） 0

72,199,231

1,205,186,557

貸 倒 引 当 金

そ の 他 流 動 資 産

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

令和７年度南九州市農業集落排水事業予定貸借対照表

営 業 未 収 金

（令和８年３月31日）

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 及 び 預 金

固 定 資 産 合 計

資　　　　　産　　　　　の　　　　　　部
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３． 固　定  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 38,027,343

38,027,343

38,027,343

４． 流  動  負  債

（１）

イ 建設改良費に充てる企業債 12,462,022

12,462,022

（２） 2,000,000

14,462,022

５． 繰　延　収　益

（１） 679,978,938

547,799,346

600,288,711

              

流 動 負 債 合 計

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額 △ 132,179,592

企 業 債 合 計

企 業 債 合 計

企 業 債

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

未 払 金

固 定 負 債 合 計

負　　　　　債　　　　　の　　　　　　部

企 業 債
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６． 資   本   金

（１） 403,064,288

（２） 167,075,000

（3） 10,000,000

580,139,288

７． 剰   余   金

（１）

0

（２）

イ 建 設 改 良 積 立 金 12,000,000

ロ 未 処 分 利 益 剰 余 金 12,758,558

24,758,558

24,758,558

604,897,846

1,205,186,557

　　　　 　　　　

資　　　　　本　　　　　の　　　　　　部

自 己 資 本 金

繰 入 資 本 金

組 入 資 本 金

負 債 資 本 合 計

資 本 金 合 計

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計
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Ⅰ．重要な会計方針に係る事項に関する注記　

１． 固定資産の減価償却の方法

（１） 有形固定資産

減価償却の方法

定額法

主な耐用年数

建物　15年～58年

構築物　10年～60年

機械及び装置　6年～45年 

工具器具及び備品　2年～15年

車両及び運搬具　2年～5年

（２） 無形固定資産

減価償却の方法

定額法

（３） リース取引の処理方法

ソフトウェアに係るリース取引については，通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

２． 引当金の計上基準

（１） 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため，個別に回収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。

３． その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

（１） 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

令和７年度注記表
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Ⅱ．予定貸借対照表等に関する注記

（１） 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（1年内に償還予定のものも含む）のうち，他会計が負担すると見込まれる額は，

Ⅲ．その他の注記

なし

５０,４８９,３６５円である。

-293-



予 算 参 考 資 料
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目 節 予定額(千円)

１ 下水道事業収益 ６８,０９１

１ 営 業 収 益 ９,１３１

１ 下 水 道 収 益 ９,１３１

下 水 道 使 用 料 ９,１３１ 農業集落排水処理施設使用料 9,131

２ 営 業 外 収 益 ５８,９６０

１ 他 会 計 補 助 金 ３５,１２８

一 般 会 計 繰 入 金 ３５,１２８ 一般会計繰入金 35,128

２ 長 期 前 受 金 戻 入 ２３,２３２

補 助 金 戻 入 ２０,３４１ 補助金分 20,341

受贈財産評価額戻入 ２,１４５ 受贈財産評価額分 2,145

負 担 金 戻 入 ７４６ 負担金分 746

３ 消費税及び地方消費税還付金 ６００

消費税及び地方消費税還付金 ６００ 消費税還付金 600

目 節 予定額(千円) 備   　　　　　　　　考

１ 下水道事業費用 ６７,９８５

１ 営 業 費 用 ６４,３３６

１ 汚 水 管 渠 費 ２,２２５

通 信 運 搬 費 １２５ 電話料 125

委 託 料 １３１ 災害等緊急対応時業務委託料 131

賃 借 料 ５８ 緊急時発電機借上料 58

修 繕 費 １,５００ 一般・ポンプ修繕費 1,500

動 力 費 ４１１ ポンプ動力費 360

非常用発電機用燃料 51

２ 処 理 場 費 １４,１１７

備 消 品 費 ３０ 施設消耗品 30

令和７年度　南九州市農業集落排水事業会計予算説明書

款

款

備   　　　　　　　　考項

項

（収益的収入）

（収益的支出）
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目 節 予定額(千円) 備   　　　　　　　　考

光 熱 水 費 ７８ 電気料，水道料 78

通 信 運 搬 費 １０３ 電話料 103

委 託 料 ８,０４７ 維持管理業務委託料 7,336

電気工作物保安管理業務委託料 181

災害時等緊急対応業務委託 530

手 数 料 ４０ 浄化槽法定点検手数料 40

賃 借 料 １３４ 非常用発電機借上料 134

修 繕 費 ２,０００ 一般修繕費 2,000

動 力 費 ３,６８５ 施設動力費 3,600

非常用発電機用燃料 85

３ 総 係 費 １１５

負 担 金 ３５ 協議会等負担金 35

保 険 料 ８０ 建物災害共済，下水道賠償責任保険料 25

汚水処理施設機能保証保険料 55

４ 減 価 償 却 費 ４４,３７９

４４,３７９ 建物 1,596

構築物 37,410

機械及び装置 5,373

５ 資 産 減 耗 費 ３,５００

固 定 資 産 除 却 費 ３,５００ 機械及び装置等除却 3,500

２ 営 業 外 費 用 １,６４９

１ 支 払 利 息 １,４９４

企 業 債 利 息 １,４９４ 企業債償還利息 1,494

２ 雑 支 出 １５５

雑 支 出 １５５ 雑支出 155

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００

予 備 費 ２,０００ 予備費 2,000

有 形 固 定 資 産
減 価 償 却 費

款 項
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目 節 予定額(千円)

１ 資 本 的 収 入 １７,６００

１ 出 資 金 １７,０００

１ 他 会 計 出 資 金 １７,０００

一 般 会 計 出 資 金 １７,０００ 一般会計出資金 17,000

２ 負 担 金 ６００

１ 受 益 者 負 担 金 ６００

受 益 者 負 担 金 ６００ 受益者負担金 600

目 節 予定額(千円) 備   　　　　　　　　考

１ 資 本 的 支 出 ３３,５５７

１ 建 設 改 良 費 １１,６３１

１ 汚 水 管 渠 建 設 費 ４,１６４

工 事 請 負 費 ４,１６４ 公共桝設置工事費 1,350

緊急用ポンプ取替工事等 2,299

モバイル回線警報システム構築工事 515

２ 処 理 場 建 設 費 ７,４６７

工 事 請 負 費 ７,４６７ 緊急用施設機器修繕工事 2,299

川辺東部処理場設備取替工事 4,653

モバイル回線警報システム構築工事 515

２ 企業債償還金 １９,９２６

１ 企 業 債 償 還 金 １９,９２６

元 金 償 還 金 １９,９２６ 企業債元金償還金 19,926

３ 予 備 費 ２,０００

１ 予 備 費 ２,０００

予 備 費 ２,０００ 予備費 2,000

款 項

款 項

（資本的収入）

（資本的支出）

備   　　　　　　　　考
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